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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) － 9,527,3299,946,03711,521,88412,258,859

経常利益 (千円) － 82,632 223,765 234,621 67,317

当期純利益 (千円) － 67,720 187,618 205,865 27,885

純資産額 (千円) － 600,089 816,3401,450,3651,394,742

総資産額 (千円) － 3,207,1073,321,7674,566,6934,343,770

１株当たり純資産額 (円) － 34,990.6247,600.0374,009.4571,070.21

１株当たり当期純利益 (円) － 4,004.3010,939.8711,413.491,426.37

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － 18.7 24.6 31.7 32.0

自己資本利益率 (％) － 13.1 26.5 18.2 2.0

株価収益率 (倍) － － － 7.5 38.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △352,368 411,446△567,463 481,691

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － △53,575 △15,813 △64,134△609,093

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － 334,733△56,541 894,182 343,933

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － 296,063 655,324 921,9411,087,663

従業員数 (人) － 207 214 206 215

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は第６期から連結財務諸表を作成しております。

３　第７期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権残高がありますが、当社株式は非

上場であり期中平均株価が把握できないため記載しておりません。第８期及び第９期については、新株予約権

残高がありますが、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

４　第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載してお

りません。 

５　純資産額の算定にあたり、第８期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 804,6101,194,3711,027,9302,278,4182,112,033

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △83,549 12,694 21,314 21,850 32,832

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) △84,870 13,068 21,455 28,361 23,337

資本金 (千円) 218,000 259,250 259,250 469,010 469,010

発行済株式総数 (株) 16,600 17,150 17,150 19,550 19,550

純資産額 (千円) 357,958 453,527 474,982 922,859 945,935

総資産額 (千円) 866,342 815,2621,137,3472,116,1541,413,005

１株当たり純資産額 (円) 21,563.7926,444.7427,695.7847,205.0848,286.61

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
－
(－)

－
(－)

－
(－)

－
(－)

400
(－)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり
当期純損失（△）

(円) △5,112.67 772.72 1,251.041,572.391,193.75

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 41.3 55.6 41.8 43.6 66.8

自己資本利益率 (％) － 3.2 4.6 4.1 2.1

株価収益率 (倍) － － － 54.4 45.7

配当性向 (％) － － － － 33.5

従業員数 (人)
15
(－)

15
(－)

18
(－)

23
(3)

14
(3)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第６期、第７期及び第８期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、又第９期の財務諸

表については金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受けております

が、第５期については当該監査を受けておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第６期及び第７期は新株予約権残高がありますが当社株式

は非上場であり期中平均株価が把握できないため記載しておりません。第８期及び第９期については、新株予

約権残高がありますが、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４　第７期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載してお

りません。

５　第５期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

平成12年 1月
 

プリント基板の販売等を目的として神奈川県横浜市都筑区において協栄二葉エンジニアリング株

式会社を設立（資本金11,000千円）。

平成12年 5月 本社を神奈川県横浜市港北区に移転。

平成13年 8月 香港のKYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDを子会社化（資本金200千USドル）。

平成14年 4月
 

デジタルエンターテイメント商品の開発を目的としたユビキタス・プラットホーム事業(現デジ

タル商品事業)を開始。

平成16年 2月
 

プリント基板の品質管理機能の拡充のため、KYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDの子会社と

して協栄二叶科技(深?)有限公司（注1）を中国の深?市に設立（資本金1,000千HKドル）。

平成16年 7月 当社の商号をKFE JAPAN株式会社に変更。

平成16年 8月
 

KYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDの子会社としてタイ王国のバンコク市に現地法人

KFE(THAILAND) CO.,LTD.を設立（資本金2,000千バーツ）。

平成16年 9月 KYOEI FUTABA ENGINEERING CO., LIMITEDの商号をKFE HONG KONG CO.,LIMITEDに変更。

平成18年11月 名古屋証券取引所セントレックス市場に上場。

平成19年 1月
KFE HONG KONG CO.,LIMITEDの駐在員事務所としてベトナム社会主義共和国ハノイ市に

Representative Office of KFE HONG KONG CO., LIMITED. in Hanoiを開設。

平成19年10月 デジタル商品事業部門を会社分割し、エグゼモード株式会社を設立（資本金10百万円）。

(注1)　現地では「協栄二叶科技(深? )有限公司」と登記されておりますが、以下、KFE (SHENZHEN) CO.,LTD.と表記い

たします。

(注2)　以上の関係を図示すると次の通りであります。

 

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

  4/114



３ 【事業の内容】

当社グループは、KFE JAPAN株式会社（以下、当社という）及び連結子会社4社（KFE HONG KONG CO.,

LIMITED、KFE(SHENZHEN) CO.,LTD.、KFE(THAILAND) CO.,LTD.、エグゼモード株式会社）により構成されており

ます。当社グループでは、国際的に最適と思われる調達先へ商品を生産委託し、その商品を現地日系企業及び

日本の企業・消費者に販売する国際調達エージェント型の事業モデルを展開しております。

　

当社グループ各社の業務は以下の通りです。

　
事業の
種類別
セグメント

主な事業の内容 主な会社名

電子部品事
業

プリント基板の製商品・営業情報収集
プリント基板の輸入と国内販売（試作品
及び量産品）
KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対する営業
サポートと製商品・営業情報提供及び営
業情報の受入
電子部品の国内仕入と輸出

当社

プリント基板の海外営業(主に量産品)
当社宛プリント基板の輸出
当社からの部品の輸入
協力工場(生産委託先)に対する量産品の
発注
当社に対する営業情報の提供

KFE HONG KONG CO.,LIMITED

KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対する販売
支援

KFE(THAILAND) CO.,LTD.

KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対する品質
管理・技術指導等業務支援
協力工場に対する品質管理・技術指導・
環境監査

KFE(SHENZHEN) CO.,LTD.

デジタル商
品事業

デジタル商品の企画とデザイン
協力工場（生産委託先）に対する商品の
発注
デジタル商品の輸入と国内販売

エグゼモード株式会社

　

(1) 電子部品事業

　当社の電子部品事業の中心は、中国製プリント基板の仕入れ、販売であります。

具体的には、当社が、アジア地域に製造拠点を有する国内大手電機メーカーに提案型の営業活動を行い、

その製品情報を収集してKFE HONG KONG CO.,LIMITEDへ提供するとともに、国内大手電機メーカーに対し

て、その傘下のアジア地域所在の工場が使用するプリント基板の発注をKFE HONG KONG CO.,LIMITEDへ促

す業務を行っております。（注1）

　一方、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDでは、当社からの情報に基づき、アジア地域所在の日系セットメー

カーを中心に営業活動を行い、受注した電子部品を中国の協力工場へ生産委託しております。

　KFE（SHENZHEN）CO.,LTD.は、協力工場へ検査員を常駐させ、協力工場の最終製品の品質管理及び技術指

導等を行っております。

　なお、KFE(THAILAND)CO.,LTD.はタイ、ベトナム、マレーシアに拠点をもつ日系企業から営業情報を入手

し、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDに対して販売支援を行っております。

(注1)　量産に至る性能確認の必要性から、当社は国内セットメーカーより試作品の受注を受けることがあります。当

社は当該受注を受け、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDを通じて中国の協力工場に発注を行います。
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(2) デジタル商品事業

　当事業は、平成19年10月１日に会社分割したエグゼモード株式会社が行っており、デジタルカメラ、DVD

プレーヤー等の中・小型デジタル商品を中心にエグゼモード株式会社で商品企画・デザインを行い、中

国等の協力工場に製造委託し、完成品を輸入して日本の小売販売業者等に販売しております。

　具体的には、エグゼモード株式会社は国内の販売先からの試作品の注文に基づき、中国の協力工場に試

作品を発注いたします。エグゼモード株式会社は完成した試作品を国内の販売先に提示し、性能検査を受

けた後、量産注文を受けます。外部検査機関（注1）と協力して、工場の製造工程検査、出荷検査等の品質

管理を行います。エグゼモード株式会社は、この検査基準に合格した商品を協力工場から輸入し、国内販

売先に販売します。

　商品に関する各種問い合わせに対応するために、サポートセンターを外部委託しております。不具合が

生じた商品については商品交換を行う場合もあります。 

(注1)　TÜV SÜD Gruppe（略称テュフ：ドイツに本拠を置く工業製品の独立審査機関）やSpring Shine

International Co,.LTD.（略称スプリング・シャイン：日系企業を対象とした独立系民間検査機関）などが

あります。
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［電子部品事業系統図］
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［デジタル商品事業系統図］

　
平成19年10月１日よりエグゼモード株式会社を新設分割し、デジタル商品事業を営んでおります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有
割合
（％）

被所有
割合
(％)

(連結子会社)

KFE HONG KONG CO.,LIMITED

（注）２,７

中華人民共和国

香港特別行政区

200

千USドル
電子部品事業

 

100.0 ―

プリント基板の輸入仕入先

当社は銀行借入の債務保証をしてお

ります。

役員の兼任　2名

KFE (SHENZHEN)CO., LTD.

（注）５

中華人民共和国

深?市

1,000

千HKドル
電子部品事業

 

100.0

(100.0)
― 役員の兼任　2名

KFE (THAILAND)CO., LTD.

（注）３，４，５

タイ王国

バンコク市

2,000

千バーツ
電子部品事業

49.0

(49.0)

〔51.0〕

― 役員(社長) 出向　1名

エグゼモード株式会社

（注）８

東京都

千代田区　　　　　　

　　　　　　

10

百万円
デジタル商品事業 100.0 ―

当社は銀行借入および保証極度に対

して債務保証をしております。

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　KFE HONG KONG CO.,LIMITED は特定子会社であります。

３　持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

４　議決権の所有割合の〔　〕内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。

タイ王国の法律上、現地企業が過半数の株を所有しなければならないため、51.0％の株式はタイ王国所在の日

系投資銀行等により保有されています。

５　議決権の所有割合の (　) 内は、間接所有によるものです。

６　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

７　KFE HONG KONG CO.,LIMITEDについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えておりますが、所在地別セグメント情報のアジア地域の売上高に占める同社の売上高の

割合が90％を超えているため、主要な損益情報等の記載を省略しております。

８　エグゼモード株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えておりますが、デジタル商品事業の売上高に占める同社の売上高の割合が90％を超えているた

め、主要な損益情報等の記載を省略しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

電子部品事業 166

デジタル商品事業 13

全社(共通) 36

合計 215

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。

２　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

14
( 3)

41.7 2.7 5,132

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算）であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いています。

４　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

５　従業員数が、前期末より９人減少しておりますが、これはエグゼモード株式会社分社化によるものであります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題及び原油価格高騰の長期化など

依然として先行き不透明な状況が続いてきました。一方、中国を含むアジア地域においては好調な輸出

や堅調な国内消費に支えられ経済の拡大傾向が続きました。プリント基板業界におきましては、原油価

格の高騰に端を発した銅箔等のプリント基板材料の高騰により、厳しい環境が続いており、また、製品

価格競争の激化により、市場は依然厳しい状況が続いております。 

　このような経営環境の中で当社グループは、 　

　　ａ　仕入価格の上昇分の販売価格への転嫁による収益力の強化

　　ｂ　新規協力工場の開拓

　　ｃ　分社化したデジタル商品事業の強化

　　ｄ　資本参加及び事業提携による販売力の強化

を具体的経営方針として、本社及び海外現地法人が一体となり、業績の向上に取り組んでまいりまし

た。

　これにより、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高12,258百万円(前年同期比6.4%増)、営業

利益60百万円(前年同期比74.7%減)、経常利益67百万円(前年同期比71.3%減)、当期純利益27百万円(前

年同期比86.5%減)となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　電子部品事業

主力のプリント基板につきましては、連結子会社であるKFE HONG KONG CO.,LIMITEDにおいて協力工

場１社が業績不振に陥ったため、実装取引が大幅に縮小し、さらにタイでの売上の伸び悩みが影響し全

体の売上高に若干の減少を招きました。また、当社のプリント基板の供給先であった株式会社東芝が、

平成20年２月にHD－DVDレコーダー・プレーヤーから事実上撤退を表明したため、平成20年３月の同社

向けプリント基板販売は若干の落ち込みとなりましたが、当連結会計年度の業績に与える影響はほと

んど出ておりません。

　さらに営業経費の増大により営業利益は大幅な減益となりました。 

　この結果、当連結会計年度における売上高は9,239百万円(前年同期比9.0%減)、営業利益98百万円(前

年同期比74.2%減)となりました。

　

②　デジタル商品事業

　デジタル商品事業につきましては、分社化後EXEMODEブランドの市場認知度向上と販売ルートの整備

により、平成19年10月以降、黒字化に転じており、平成20年３月期の６ヶ月決算は売上高1,515百万円、

営業利益10百万円、経常利益44百万円、当期純利益26百万円となりました。 

　この結果、当連結会計年度における売上高は3,018百万円(前年同期比121.5%増)、営業損失は52百万円

（前年同期は146百万円損失）となりました。 
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事業の地域別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　日本

DVDレコーダーの国内量産向け多層プリント基板の海外へのシフトにより、電子部品事業の売上高は

前年同期比32.7％減の612百万円となりました。デジタル商品事業につきましては、分社化を行い、新商

品を開発し、また新たな販売ルートを開拓したことにより、売上高は前年同期比121.6％増の3,018百万

円となりました。 

　この結果、日本の当期売上高は前年同期比70.6%増の3,374百万円となりました。 

　電子部品事業は売上高の減少となりましたが、売上総利益を十分確保できたこと及び

KFE HONG KONG CO.,LIMITEDからの配当金82百万円の受け取りにより、営業利益は32百万円となり、ま

たデジタル商品事業は売上高の増加が営業経費を十分カバーできず、営業損益は52百万円の損失とな

りました。 この結果、日本の営業損益は19百万円の損失となりました。

　

②　アジア（中国、香港、タイ等）

　KFE HONG KONG CO.,LIMITEDにおいて、協力工場1社が業績不振に陥ったため、実装取引が大幅に縮

小いたしました。また、タイの現地メーカーに対して、中国製基板の競争力が低下し売上が伸び悩みま

したが、ベトナムでの営業活動を強化いたしました。 

　この結果、当連結会計年度の売上高は前年同期比6.9％減の8,884百万円となり、営業利益は前年同期

比66.4%減の66百万円となりました。 

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同期末に比べ165百万

円増加し、1,087百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、481百万円の収入超過となりました。これは主として、売上債権

の減少による資金増加873百万円、仕入債務の減少による資金減少347百万円によるものです。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、609百万円の支出となりました。これは主として、投資有価証券

の取得による支出555百万円によるものです。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、343百万円の収入超過となりました。これは主として、長期借入

金による収入358百万円によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前年同期比(％)

電子部品事業(千円) 7,455,056 79.8

デジタル商品事業(千円) 2,934,943 177.5

合計(千円) 10,389,999 94.5

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当社グループは、受注から販売までの所要日数が短く、受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実

績とがほぼ対応するため、記載を省略しております。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

前年同期比(％)

電子部品事業(千円) 9,239,895 91.0

デジタル商品事業(千円) 3,018,963 221.5

合計(千円) 12,258,859 106.4

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

 13/114



３ 【対処すべき課題】

　当社グループの属するプリント基板業界においては、国際的な価格競争は一段と熾烈さを増し、原材料

価格の動向と相俟って収益環境は引き続き厳しさを増していくものと思われます。 

　また、デジタル商品事業に関しましては、国内の家電需要は安定的に推移するものと思われますが、消費

者ニーズの多様化・高度化が進み、価格競争も激化するなど厳しい事業環境が続くものと思われます。 

このような状況の中で、当社グループと致しましては、更に事業を飛躍させていくために、特に以下の４

点を重要な課題として取り組んでおります。 

 

(1) 優秀な人材の確保

　今後の業務量のさらなる拡大及び消費者のニーズの多様化・高度化に対応するため、引き続き有能な人

材を国内外において確保し、育成することが急務であると考えております。

　

(2) 利益率の改善と収益の拡大

　今後、高利益率で需要の伸びが期待できる商品の売上比率を一段と高め、収益の拡大に努めてまいりま

す。

　

(3) 仕入コストと販売費及び一般管理費の削減

　今後予想される価格競争の激化に対応するため、中国の協力工場との協業関係を通じた低価格商品の調

達を一段と推進いたします。また、大幅な増加となった販売費、一般管理費の削減を徹底し、収益力の向上

を図ります。

　

(4) 品質管理・環境管理機能の強化

　当社の強みである深?のＱＡセンターの品質・環境管理機能を強化し、品質や環境保全に関する顧客の

要求水準の一段の高度化に迅速に対応してまいります。平成19年７月にＩＳＯ9001、さらに平成20年４月

にＩＳＯ14001をを本社で取得いたしました。
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４ 【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなもの

があります。 

　但し、これらは当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではなく、記載された事項以外のリ

スクも存在し発生する可能性もあります。これらのリスク発生により当社グループの事業、業績および財

政状況に影響を及ぼす可能性もあります。 

　なお、文中における将来に関する事項は、本報告書の提出日（平成20年６月27日）現在において当社グ

ループが判断したものであります。

　

(1) 特定販売先（キヤノングループ）製品向け売上依存度が高いことについて 

　平成19年３月連結会計年度における当社グループ全体の売上高の49.4%、また平成20年３月連結会計年

度における当社グループ全体の売上高の45.1%がキヤノングループ製品向け売上高（注）となっており

ます。当社グループとしては、自動車用、産業用など他の日系企業への販路拡大、新規販売先の開拓にも努

めておりますが、特定販売先への依存度の高い現段階において当該特定販売先が当社グループの商品の

発注を減少あるいは中止した場合には、当社グループ業績に大きな影響を与える可能性があります。
　（注）当社グループのキヤノン関連の売上高は、主にキヤノン製品用プリント基板を納入しているキヤノンの現地

　工場及び実装業者向け売上高の合計です。

　

(2) 商品の欠陥について

　当社グループは顧客のニーズに基づきプリント基板やデジタル商品等の商品を協力工場に製造委託を

し、厳格な品質管理により品質安定に努めております。しかしながら、商品の高密度化、高難度化傾向が高

まる中で、すべての商品について欠陥がなく、顧客からの損害賠償請求が発生しないという保証はありま

せん。万一、損害賠償請求があった場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。当社

グループは製造物責任賠償については保険に加入していますが、この保険が最終的に負担する賠償額を

十分にカバーできるという保証はありません。

　

(3) 法的規制について

　当社グループ取扱商品については、使用原材料の安全性から、最終商品の使用にいたるまで各種の規制

を確実に遵守することが義務づけられています。また、当社グループ製品は、海外にも供給されておりま

す。当社グループとしては、不公正な取引を行なわないことは勿論、公正な競争にうち勝つ努力を続けて

まいりますが、国内外における予想外の規制変更によるリスク、法令解釈の不透明さからくる運用面の違

いによるリスクにさらされています。かかるリスクが実際に発生した場合には当社グループ業績に影響

を与える可能性があります。

　

(4) 競合について

①中国基板メーカーの技術力の向上と部品・商品の高品質化

　現在は中国所在の日系セットメーカーの厳しい品質基準の要求と中国基板メーカー商品の品質との間

には大きなギャップが存在しております。当社はＱＡセンターを設けて中国の協力工場における品質管

理、技術指導及び環境対応を図ることで、日系顧客ニーズに対応できる商品を提供しておりますが、将来、

中国の協力工場の技術力向上により独自で高品質の部品・商品を供給できる体制が整った場合、当該品

質ギャップがなくなり、当社グループの競争力が低下し、業績に影響を与える可能性があります。

②日本の基板メーカーの海外進出

　現状当社グループが生産を委託する地域への日系同業メーカーの進出は少なく、当社グループの営業に

与える影響は限定的ですが、当社グループと競合する日本国内メーカーの海外進出が増加するにつれて、

現地での受注競争の激化が予想されます。今後、価格競争が一段と激化した場合、または品質管理・納品

管理等が不十分となった場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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③中国協力工場のコストアップ

　当社グループは中国の協力工場に商品の製造委託をしておりますが、人民元がＵＳドルに対し大幅な切

り上げになった場合、当社グループの仕入商品の価格上昇が生じる可能性があり、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。

　

(5) 海外進出に潜在するリスクについて

　当社グループ事業の大部分は、中国、タイ、ベトナム等日本国外で行われております。そのような市場に

おいて企業活動を行っていく場合、不利な政治または経済要因の発生や現地の予期しない法律または規

制の変更等による経済リスク、戦争・テロ・疫病等の政治的・社会的リスクなど、現時点では予測不可能

なリスクが内在している可能性があります。これらの潜在リスクに適切に対処していくことができない

場合は、当社グループの経営成績や財務状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6) 製品、原材料市況変動リスクについて

　原油や銅など各種原材料価格の高騰が続く場合、当社が中国の協力工場から調達する商品の仕入れ価格

は上昇する傾向にあります。この原材料高騰分を顧客に転嫁するために当社グループは顧客と値上げ交

渉を行いますが、仕入れ価格の上昇分を早期に全額顧客に転嫁できない場合には当社の利益率が低下し、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

(7) 為替リスクについて

　現在は当社のKFE HONG KONG CO.,LIMITEDからのＵＳドル建て輸入債務とKFE HONG KONG CO.,LIMITED

に対するＵＳドル建て債権の差額が為替変動によって発生するリスクにさらされております。さらに、今

後海外取引先からのＵＳドル建て輸入が増加する可能性があります。当社としては、企業経営の健全性か

ら取引採算を確定し、相場変動が取引採算に及ぼす顧客に対してＵＳドルでの決済を拡大させることで、

差額の解消に努めておりますが、今後、ＵＳドルの動向により為替差損が発生する場合には、当社の業績

に影響を与える可能性があります。 

　また、連結財務諸表の作成において、在外子会社の現地通貨建て財務諸表を円換算しておりますので、在

外子会社の現地通貨による価値が変わらなかったとしても、換算時の為替相場により換算後の価値が影

響を受ける可能性があります。 

　なお、連結子会社のエグゼモード株式会社は仕入の大半がＵＳドル建てであるため、ＵＳドルの動向に

よる為替リスクが生じておりますが、原則オープンポジションの50%を為替予約でヘッジしております。 

　

(8) 個人情報の管理について

　当社ではデジタル商品事業において個人情報を保有していますが、個人情報の管理の徹底を図るため

に、個人情報管理規程を整備し対応しています。 

　しかしながら、万一何らかの原因により情報が漏洩する事態が発生した場合には、当社の社会的信用の

失墜、売上の減少あるいは損害賠償の請求など、当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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(9) ストックオプション制度と株式の希薄化について

　当社は役職員の意欲や士気を高めることを目的として、平成15年３月25日開催の臨時株主総会及び平成

16年６月29日開催の定時株主総会においては平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同法第280条ノ21並び

に同法第280条ノ27の規定に基づき、また平成19年６月28日開催の定時株主総会においては会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基づき、新株予約権を付与することを決議しております。 

　平成20年３月31日現在の新株予約権等による潜在株式数は3,274株であり、発行済み株式19,550株の

16.7%に相当しております。 

　当社では、今後もストックオプション制度を活用して行く方針でありますが、ストックオプションの数

量及び条件、株価の推移などの状況によっては、かかるストックオプションの付与又はその行使により、

他の株主の当社株式に対する支配権及び経済的持分が希薄化するおそれがあります。 

　

(10) デジタル商品事業について

　デジタル商品事業については、平成19年10月１日より分社化し、商品開発の専門家、マーケティング（営

業）及びデザイナー等、人員を拡充いたしました。 

　平成20年３月期は６ヶ月決算で、売上高1,515百万円、経常利益44百万円、当期純利益26百万円と黒字化

を達成いたしましたが、今後事業が計画通りに進捗しない場合には当社の業績に影響を与える可能性が

あります。 

　

(11) 資本参加及び業務提携によるリスクについて 

当社グループは、他の会社に資本参加及び業務提携を行うことにより、当社グループの成長を見込んで

おります。 

　このような投資が我々の期待通り、営業面・財務面での収益を生み出さない場合には、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 資本・業務提携契約

契約当事者 相手会社名 国名 資本提携の内容 業務提携の内容 契約締結日

KFE HONG KONGCO.,
 
LIMITED

CKL Electronics 
Co.,Ltd.

タイ
王国

株式購入契約
　 880千株(14.66%)
　投資金額
　 355百万円
　払込日
　 平成19年９月28日 

CKL社が製造するプリント基
板の新規日系取引先への独
占販売権 

平成19年
９月14日
 

KFE JAPAN
株式会社

株式会社オ・ディ
・エス

日本
 

株式購入契約 
　 1,000千株
   (4.20%) 
　投資金額 
　 50百万円 
　払込日 
　 平成19年11月20日

①　KFEグループおよびオ・
ディ・エスは、本件製品の
販売促進のため、オ・ディ
・エスは開発・製造技術
の提供、KFEグループは原
材料調達、販売機能および
情報・ノウハウの提供を
行い両社の取引の拡大を
図る。 
② KFEグループは、本件製品
の新規開拓において、KFE
グループが保有する国内
外の得意先・取引先に対
して販売および取引拡大
を図る。 
③　KFEグループおよびオ・
ディ・エスは、本件製品の
事業分野における新製品
開発において、技術・情報
・ノウハウを提供し協力
する。
④ KFEグループおよびオ・
ディ・エスは、本件業務提
携の実効性を高めること
を目的に、両社の人材の交
流も行い相互協力関係を
構築・強化していく。 
⑤ KFEグループは、本件製品
の販売代理店契約および
本件材料の全世界への供
給する権利を取得。

平成19年
11月12日

特許実施権許諾契約
　 50百万円
　払込日
　 平成19年11月21日
　登録日
　 平成20年３月５日

平成19年
11月20日

株式会社センチュ
リーエレクトロニク
ス

日本
 

株式購入契約
　　600株(100.00%)
　取得価格
　　600円
　実行日
　　平成20年４月１日

プリント基板の開発試作か
ら量産までの一貫した商権
の拡大

平成20年
２月20日

増資引受契約
　 1,400株
　取得価格
　 70百万円
　実行日
　 平成20年４月４日

平成19年
11月20日

SPRING株式会社日本 投資契約
　350株
 投資金額
　45.5百万円
 払込日
　平成20年３月31日

①経営資源・ノウハウの提
供
②コールセンター機能融合
による業務の効率化・コ
スト削減
③新規事業におけるコンサ
ルティング機能の提供

平成20年
３月24日

株式譲渡契約
　 2,050株
　投資金額
　 266.5百万円
　払込日
　 平成20年４月４日
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(2) 会社分割について

　当社は、平成19年４月18日開催の取締役会において、平成19年10月１日よりデジタル商品事業の全部を

会社分割し、新たに設立する「エグゼモード株式会社」に承継することを決議し、平成19年４月18日に、

会社分割計画書を作成しました。平成19年６月28日開催の当社第８期定時株主総会において承認されて

おります。詳細につきましては、「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 （１）財務諸表の（重要な後発事

象）」に記載のとおりであります。 

　

６ 【研究開発活動】

(1) 商品開発目的

　デジタル商品事業において、付加価値向上を目的としました商品開発を行っております。

　

(2) 商品開発体制(組織、人員)

　当社は、商品開発の専門家、マーケティング（営業）、品質管理専門家及びデザイナー等、人員を拡充し、

現在当社グループ全体で13名の体制となっております。 

　

(3) 主要な商品開発課題

主要商品開発テーマ

　中国で設計されたデジタルカメラ、液晶テレビ等を国内の基準（注1）に合わせるための設計変更、日本

向けデザインや画面表示の変更等の商品開発を行う予定です。また、ワンセグ対応機器用のソフト開発を

実施いたしました。　

　当連結会計年度における当社が支出した研究開発費の総額は13,823千円であります。

(注1)　日本国内の周波数基準、日本の音声多重放送方式、NTSC（*）及び受信のチャンネル設定等が必要となります。

(*)National TV Standards Committeeの略で,日本のTV放送やDVD-Videoで利用されているカラーテレビの信号

方式です。 
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当社グループの財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。なお、文中における将来に関

する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判断したものでありま

す。

　

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づい

て作成しております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、当社は過去の実績値や現状等を踏まえ、

合理的と判断される前提に基づき継続的に見積もり、判断及び評価を行っております。　

　当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等」

の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、当社グループが、当連結

会計年度末において、見積り、判断及び評価等により、当社の連結財務諸表に重要な影響を及ぼすと考え

ているものとしては、財務諸表の健全性確保のための長期滞留棚卸資産の強制評価減などがあげられま

す。

なお、見積り、判断及び評価については、過去の実績や現状等に基づいて合理的と考えられる要因等に

基づいて行っておりますが、見積りや評価には、不確実性が伴うため、実際の結果と異なる場合がありま

す。

　

(2) 経営成績の分析

(売上高)

売上高は前連結会計年度に比べ6.4%増収の12,258百万円となりました。電子部品事業につきましては、

連結子会社であるKFE　HONG　KONG　Co.,Ltd.において協力工場1社が業績不振に陥ったため、実装取引が大

幅に縮小し、さらにタイでの売上の伸び悩みが影響し、連結ベースでの売上高は前年同期比9.0%減少の

9,239百万円となりました。デジタル商品事業につきましては、平成19年10月分社化後もEXEMODEブランド

の市場認知度向上と販売ルートの整備により、売上高は前年同期比121.5%増の3,018百万円となりまし

た。 

　

(売上原価・売上総利益)

電子部品事業につきましては、①海外の協力工場1社が業績不振に陥ったため、低利益率の実装取引が

大幅に縮小したこと②仕入価格上昇分を販売価格への転嫁を進め、またデジタル商品事業部で売上総利

益率が改善されたことにより、全体では売上総利益率は前年同期比0.2ポイント改善し、11.0％となりま

した。

　

(販売費及び一般管理費、営業利益)

販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べ28.1%増加し、1,293百万円となりました。販売費及び一

般管理費が増加した主な要因は、①デジタル商品事業強化・売上増に伴う経費増、②新規事業（環境関連

事業）M&Aに伴う経費増によるものです。

以上の結果、営業利益は前連結会計年度に比べ74.7%と大幅に減少し60百万円となりました。営業利益

率は0.5％と前連結会計年度に比べ、1.6ポイントの悪化となりました。
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(営業外損益、経常利益)

営業外収益は38百万円、営業外費用は31百万円となりました。営業外収益の主要項目は為替差益等であ

り、営業外費用の主要項目は支払利息であります。その結果、経常利益は前連結会計年度に比べ71.3%減少

し、67百万円となりました。経費利益率は0.5％と前連結会計年度に比べ1.5ポイントの悪化となりまし

た。

　

(特別損益、税金等調整前当期純利益)

特別損益は、前期損益修正益を5百万円計上した結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比

べ69.7％減少し、72百万円となりました。

　

(当期純利益)

法人税、住民税及び事業税と税効果会計適用に伴う法人税等調整額を併せた税金費用は44百万円とな

りました。その結果、当期純利益は前連結会計年度に比べ86.5%減少し、27百万円となりました。

　

(3) 財政状態の分析

総資産につきましては前年同期比4.9%減の4,343百万円となりました。主な要因はタイにおけるプリン

ト基板製造会社（CKL　Electronics Co.,Ltd.)への資本参加（資本比率14.66％）による投資及び、生分

解プラスチック技術ベンチャーへの少額投資等、投資その他資産が435百万円増加いたしましたが、受取

手形及び売掛金が1,107百万円減少したことによります。 　

一方、負債につきましては投資のための長期借入金252百万円が増加しましたが、支払手形及び買掛金

が571百万円減少したため、その結果、前連結会計年度末に比べ167百万円減少し、2,949百万円となりまし

た。 

純資産につきましては為替の円高の影響もあり55百万円減少し、1,394百万円となりました。

　

(4) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同期末に比べ165百万

円増加し、1,087百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次の通りであります。

　

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、481百万円の収入超過となりました。これは主として、売上債権

の減少による資金増加873百万円、仕入債務の減少による資金減少347百万円によるものです。

　

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、609百万円の支出となりました。これは主として、投資有価証券

の取得による支出555百万円によるものです。

　

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、343百万円の収入超過となりました。これは主として、長期借入

金による収入358百万円によるものです。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資等の総額は136,889千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資の状況は

次のとおりであります。

(1) 電子部品事業

当連結会計年度においては、検査工具購入を中心とする総額83,434千円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

(2) デジタル商品事業

当連結会計年度においては、事務機器等に総額2,874千円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

(3) 全社共通

当連結会計年度においては、バイオマスプラスチックシートの特許実施権を中心とする総額50,580

千円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

  平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
(注)３

合計

本社
(神奈川県横浜
市港北区)

電子部品
事業

事務所設備
等

2,907 9,231 ― 2,43014,569
14
(3)

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。

　

(2) 国内子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び構

築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
(注)３

合計

エグゼモード
株式会社

本社
(東京都
千代田
区)

デジタル
商品事業

事務所
設備等

320 ― ― 1,2621,582 12

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。

　

(3) 在外子会社

　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び構

築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
(注)３

合計

KFE HONG KONG
CO.,LIMITED

本社
(中国香
港)

電子部品
事業 事務所

設備等
5,46160,339 ― 14,11479,915 20

デジタル
商品事業

KFE (SHENZHEN)  
CO.,LTD.

本社
(中国深
?)

電子部品
事業

品質管
理測定
装置等

(注)４ (注)４ ― (注)４ (注)４ 159デジタル
商品事業

KFE (THAILAND) 
CO.,LTD.

本社
(タイ王
国バン
コク)

電子部品
事業

事務所
設備等

― ― ― 1,4381,438 5

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。

４　KFE (SHENZHEN) CO., LTD.で使用している建物及び構築物、機械装置及び運搬具はすべてKFE HONG KONG CO.,

LIMITEDの保有資産となっております。

５　連結決算日（平成20年３月31日）の直物為替相場は以下の通りです。

　　１USドル＝100.19円、１バーツ＝3.18円
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

    平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

KFE
(SHENZHEN)
CO.,LTD.

中国深?
電子部品事
業

自動ホット
オイル試験
機

6,000 － 自己資金
平成20年
７月

平成20年
10月

孔断線加速試
験の増強

中国深?
電子部品事
業

マルチレ
コーダー

2,000 － 自己資金
平成20年
７月

平成20年
９月

マイグレー
ション検出力
の向上

中国深?
電子部品事
業

二次元測定
器

10,000 － 自己資金
平成20年
７月

平成20年
10月

現行機交換と
測定精度の向
上

中国深?
電子部品事
業

マイクロセ
クション解
析一式

1,500 － 自己資金
平成20年
５月

平成20年
６月

断面カット解
析力の増強

中国深?
電子部品事
業

インピーダ
ンス計

3,000 － 自己資金
平成20年
６月

平成20年
８月

インピーダン
ス工程能力把
握とモニター
の実施

中国深?
電子部品事
業

同軸落射
顕微鏡

1,000 － 自己資金
平成20年
５月

平成20年
６月

金属表面観
察、断面カッ
ト解析力の増
強

中国深?
電子部品事
業

UPS電源
(発電機含
む)

1,200 － 自己資金
平成20年
６月

平成20年
８月

GC－MS
電源確保用

KFE
(HONG KONG)

CO.,LTD.

中国香港 全社 ERPソフト 22,258 － 自己資金
平成20年
10月

平成21年
１月

経営管理の
迅速化

合計 46,958 － － － － －

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,200

計 78,200

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,550 19,550
名古屋証券取引所
(セントレックス)

―

計 19,550 19,550 ― ―

(注)  提出日現在の発行数には、平成20年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同法第280条ノ21並びに同法第280条ノ27の規定に基づき発行し

た新株予約権は、次のとおりであります。

　

臨時株主総会の特別決議日（平成15年３月25日）(イ)　(注)１

事業年度末現在
(平成20年3月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 1,000 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）    1,000　(注)２ 1,000　(注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000　(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成15年５月１日
至　平成25年２月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　100,000
資本組入額　 　50,000

同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受
けた者が死亡した場合
は、相続人がその権利を
行使することができるも
のとする。

②　新株予約権の質入れ、担保
権の設定その他の処分は
認めないものとする。

③　その他条件については、当
社と新株予約権の割当て
を受けた者との間で締結
する「新株予約権割当契
約」に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡につき取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当該新株予約権は、平成15年３月25日開催の臨時株主総会の決議に基づき付与されたものですが、その行使条

件及び行使期間が異なるため、(イ)及び(ロ)に分けて記載しております。

２　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

３　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く。）を行

う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
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臨時株主総会の特別決議日（平成15年３月25日）(ロ)　 (注)１

事業年度末現在
(平成20年3月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 274 274

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  274　(注)２  274　(注)２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000　(注)３ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年５月１日
至　平成25年２月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　100,000
資本組入額　 　50,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社の常
勤取締役、常勤監査役及び従
業員又は当社子会社の常勤取
締役、常勤監査役及び従業員
であることを要するものとす
る。ただし、当社及び当社子会
社の常勤取締役、常勤監査役
を任期満了により退任した場
合は退任後、従業員が定年退
職した場合は退職後2年間は
この限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡につき取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当該新株予約権は、平成15年３月25日開催の臨時株主総会の決議に基づき付与されたものですが、その行使条

件及び行使期間が異なるため、(イ)及び(ロ)に分けて記載しております。

２　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

３　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く。）を行

う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
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定時株主総会の特別決議日（平成16年６月29日）

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 40 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40　(注)１ 40　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年６月30日
至　平成25年２月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　100,000
資本組入額　 　50,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社の常
勤取締役、常勤監査役又は従
業員であることを要するもの
とする。ただし、当社の常勤取
締役、常勤監査役を任期満了
により退任した場合は退任
後、従業員が定年退職した場
合は退職後2年間はこの限り
でない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡につき取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行後、払込価額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使による場合を除く。）を行

う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
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会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

定時株主総会の特別決議日（平成19年６月28日）

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数（個） 1,960 1,960

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,960　(注)１ 1,960　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月１日
至　平成29年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　200,000
資本組入額　　100,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時において当社及び
当社子会社の役職員の地位を
保有していることを要する。
ただし、当社及び当社子会社
の取締役もしくは監査役を任
期満了により退任した場合ま
たは当社または当社子会社の
従業員が定年により退職した
場合は、退任または退職後2年
間はこの限りでない。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡につき取締役会の承認を
要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げます。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で募集株式を発行(株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する場合を

含み、新株予約権(新株予約権付社債も含む)の行使による場合および当社の普通株式に転換できる証券の転

換による場合を除く)するときは、次の算式により行使価格を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

ます。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年９月２日
（注1）

550 17,150 41,250 259,250 41,250 248,250

平成18年11月17日
（注2）

2,400 19,550 209,760469,010209,760458,010

(注) １　有償第三者割当　　割当先：ダイヤモンドキャピタル株式会社（現 三菱ＵＦＪキャピタル株式会社）、大

分ベンチャーキャピタル株式会社、大分ブイシーサクセスファンド2号投資事業

有限責任組合

発行価格150,000円、資本組入額75,000円

２　有償一般募集(ブックビルディング方式)

　　発行価格190,000円、引受価額174,800円、資本組入額87,400円
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 1 29 6 ― 1,2401,277 ―

所有株式数
(株)

― 5 1 2,155 354 ― 17,03519,550 ―

所有株式数
の割合(％)

― 0.03 0.01 11.02 1.81 ― 87.13100.00 ―

　

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

原田隆朗 東京都大田区 8,607 44.02

高橋理之 埼玉県本庄市 1,473 7.53

安田企業投資１号投資事業有限責任組合 東京都千代田区麹町4-2-7 1,000 5.11

安田企業投資２号投資事業有限責任組合 東京都千代田区麹町4-2-7 700 3.58

株式会社システムプロ 横浜市西区みなとみらい2-2-1 645 3.29

アイ・ティー・エックス株式会社 東京都千代田区霞ヶ関3-2-5 504 2.57

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋2-14-1 350 1.79

トウヨウセキユリテイーズアジアリミテ
ツドアカウントリヨウジフルカワ
常任代理人　東洋証券株式会社

Unit 502, 5/F., Henley Building,
 5 Queen's Road Central, Hong Kong

340 1.73

日邦工業株式会社 東京都大田区北嶺町2-10 262 1.34

田中俊雄 東京都目黒区 229 1.17

計 ― 14,110 72.17
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　19,550　
　　　　

19,550 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 19,550 ― ―

総株主の議決権 ― 19,550 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同法第280条の21並びに同法第280条ノ27の規定に基

づき、平成15年３月25日開催の臨時株主総会及び平成16年６月29日開催の定時株主総会にて特別決議さ

れたもの及び会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、平成19年６月28日開催の定時株主総

会及び平成20年６月27日開催の定時株主総会にて決議されたものであります。

　

(平成15年３月25日開催の臨時株主総会に基づく新株予約権の付与(イ))

　

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―――――

　

(平成15年３月25日開催の臨時株主総会に基づく新株予約権の付与(ロ))

　

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　１
当社従業員　　６
子会社従業員　５

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―――――
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(平成16年６月29日開催の定時株主総会に基づく新株予約権の付与)

　

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社監査役　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―――――

　

(平成19年６月28日開催の定時株主総会に基づく新株予約権の付与)

　

決議年月日 平成19年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　５
当社監査役　　　１
当社従業員　　　13
子会社の取締役　２
子会社の従業員　５

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―――――
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　　(平成20年６月27日開催の定時株主総会に基づく新株予約権の付与)

　

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　４
当社監査役　　　３
当社従業員　　　６
子会社の取締役　２
子会社の従業員　11

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 300（注）２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 100,000（注）３

新株予約権の行使期間 平成22年７月１日から平成30年６月30日まで

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡につき取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―――――

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―――――

 (注)１　付与対象者の区分及び人数の詳細は、当定時株主総会後に開催予定の取締役会で決議いたします。

２  各新株予約権の行使により発行する株式数は300株とする。このうち、取締役を付与対象とする新株予約件の

目的である株式は150株を、監査役を付与対象とする新株予約件の目的である株式は30株をそれぞれ上限とす

る。

なお、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）後、当社が株式分割または株式併合を行う場合

は、次の算式により目的である株式の数を調整する。係る調整は、調整の事由が発生した時点で権利行使され

ていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、計算の結果、１株未満の端数はこれを切り捨

てるものとする。 

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、その他当社が必要と認める場合は株式数の調整を行う。 

３　新株予約権の行使に際して出資される財産の価値またはその算定方法

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により発行する株式１株あたり

の金額（以下「行使価額」という）に、新株予約権1個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は100,000円とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整

による1円未満の端数は切り上げる。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株式を交付する場合

を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および当社の普通株式に転換できる証券

の転換による場合を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整による1円未満の端数は切り

上げる。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前の

株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新規

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 
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４　①新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社の取締役または監査役、または従業員であることを

　要する。

　新株予約権の権利行使時において、当社及び当社子会社の役職員の地位を保有していることを要する。

　ただし、当社及び当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了により退任した場合または当社または

　当社子会社の従業員が定年により退職した場合は、退任または退職後２年間はこの限りでない。

　　②新株予約権の権利行使は、１個単位で行うことができる。

　　③新株予約権の質入れ、担保権の設定その他の処分は認めないものとする。

　　④新株予約権者に法令もしくは社内規則に違反する重大な行為があった場合等、新株予約権の発行目的上

  新株予約権者に本新株予約権を行使させることが相当でないとされる事由として、当社取締役会決議で定

　める事由が生じた場合は、本新株予約権を行使できないものとする。

　　⑤新株予約権の割当を受けたものが死亡した場合は、相続人はその権利を行使することができないものとす

　る。

　　⑥その他条件については、本取締役会及び定時株主総会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたも

　のとの間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

　

　

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。　

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。
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３ 【配当政策】

当社としましては成長に応じた株主への利益還元を経営の最重要課題と考え、株主還元と内部留保の充

実のバランスを総合的に勘案して、配当政策を決定する方針であります。　　

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回の基本方針としており、配当の決定機関は、株主総会でありま

す。ただし、前期までは経営基盤の強化に備えるため、利益のすべてを内部留保の充実に充当しておりまし

た。 

当期の剰余金の配当につきましては、株主の皆様への利益還元として１株400円の配当を行います。

内部留保金資金の使途につきましては、ＱＡセンターの品質管理機能強化のための検査機器等の設備投

資に備えるためであります。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めており、その決定機

関は取締役会であります。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たりの配当額 
(円)

平成20年６月27日
定時株主総会決議

7,820 400

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) ― ― ― 117,000 96,500

最低(円) ― ― ― 79,000 50,000

(注)　株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。

当社株式は平成18年11月20日から名古屋証券取引所（セントレックス）に上場されております。それ以前につき

ましては該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 77,000 75,000 63,000 62,000 65,500 75,000

最低(円) 70,100 59,000 51,000 50,000 59,000 51,600

(注)　株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

― 原田隆朗 昭和34年６月16日

平成３年４月 日本インベストメント・ファイナ

ンス株式会社（現エヌ・アイ・エ

フSMBCベンチャーズ株式会社）入

社

(注3) 8,607

平成４年10月 大和サンコー株式会社　香港出向

平成７年６月 大和サンコー株式会社　香港社長

平成８年９月 フォーネット株式会社　香港会長

平成11年４月 KYOEI FUTABA ENGINEERING

CO., LIMITED（現KFE HONG 

K O N G  C O . ,  L I M I T E D ）

Managing Director（現任）

平成12年１月 当社設立　

代表取締役社長（現任）

平成17年５月 KFE (SHENZHEN) CO., LTD.

Managing Director（現任）

取締役
営業統括
本部
本部長

田中俊郎 昭和25年２月５日

昭和47年４月 株式会社ガードリサーチ　入社

(注3) ―

昭和54年４月 大藤電機株式会社（現ダイトーエ

ムイー株式会社）　入社

取締役　東京支店長

平成４年４月 株式会社キョウデン　入社

取締役関東営業本部長

平成13年４月 株式会社センチュリーエレクトロ

ニクス　設立

専務取締役

平成18年４月 代表取締役社長　就任

平成20年４月 当社入社 

営業統括本部本部長（現任）

平成20年６月 当社取締役（現任）

取締役
管理統括
本部
本部長

杉森保文 昭和34年５月26日

昭和57年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会

社みずほコーポレート銀行）　入

行

(注3) ―

平成16年１月 アビームコンサルティング株式会

社　入社

シニアマネージャー兼ディレク

ター

平成18年５月 東海東京証券株式会社

投資銀行営業推進部　部長

平成20年６月 当社入社

管理統括本部本部長（現任）

当社取締役（現任）

取締役 藤岡淳一 昭和51年10月14日

平成17年11月 当社入社

デジタルアプライアンス部部長

(注3) 12平成19年10月 当社子会社エグゼモード株式会社

代表取締役（現任）

平成20年６月 当社取締役（現任）

取締役 
(非常勤) 
(注1)

― 青井倫一 昭和22年2月16日

昭和55年４月 慶応義塾大学大学院経営管理研究

科助教授

(注3) 10

平成２年４月 慶應義塾大学大学院経営管理研究

科　教授（現任）

平成13年４月 慶應義塾大学ビジネススクール校

長

平成17年12月 当社顧問

平成18年３月 当社取締役（現任）

平成19年３月 株式会社メディアイノベーション

取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

常勤監査役 ― 磯貝允宏 昭和19年1月3日

昭和42年 3月 富士重工株式会社　入社

(注4) ―

昭和48年 3月 ソニー株式会社　入社

平成 2年 8月 プリントメディア部　事業部長

平成13年 1月 e-Print Co. 技術渉外担当部長

平成15年 9月 当社　入社

電子部品事業本部　営業企画部部

長

平成19年 6月 当社常勤監査役（現任）

監査役
(注2)

― 富澤秀之 昭和28年5月27日

昭和53年 4月 株式会社クラフト社　入社

(注5) ―

昭和63年10月 監査法人　朝日新和会計社（現　あ

ずさ監査法人）入社

平成11年 1月 富澤公認会計士事務所　設立

所長（現任）

平成16年 3月 ジェー・ビー・セラピュティクス

株式会社　社外監査役（現任）

平成18年 8月 当社非常勤監査役（現任）

監査役
(注2)

― 那須清重 昭和20年8月14日

昭和49年 4月 公安調査庁　入庁

(注4) ―

昭和61年 4月 在チェコスロバキア日本国大使館

一等書記官

平成 6年 4月 国際情報官

平成12年 4月 神奈川公安調査事務所長

平成13年 4月 中国公安調査局長

平成14年 4月 中部公安調査局長

平成15年10月 近畿公安調査局長

平成16年 4月 公安調査庁調査第二部長

平成19年 3月 当社顧問

平成19年 6月 当社非常勤監査役（現任）

計 8,629

　

(注1)　取締役青井倫一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

(注2)　監査役富澤秀之及び那須清重は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

(注3)　取締役の任期は、平成20年３月期に係わる定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係わる定時株主総会終結

の時までであります。

(注4)　監査役磯貝允宏及び那須清重の任期は、平成19年３月期に係わる定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係

わる定時株主総会終結の時までであります。

(注5)　富澤秀之監査役の任期は、平成18年８月18日に開催された臨時株主総会の終結の時から平成22年３月期に係わる

定時株主総会終結の時までであります。

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

 39/114



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営の最重要課題と位置付け、経営管理体

制の整備を行うとともに、監査機能の強化、情報開示の徹底を図り、経営の効率化、健全性、透明性の向上

に努め、企業価値の最大化を目指して参ります。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

　当社は取締役会設置会社であり、監査役制度を採用しておりますが、監査役会は設置しておりませ

ん。また、当社は会社法上の大会社以外の公開会社でありますが、会計監査人を任意設置しておりま

す。 

②　会社の機関・内部統制等の仕組み

　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンスに関する

施策の実施状況は下図のとおりですが、監査役の独立性及び実効性確保による取締役等の職務に対

するチェック機能、取締役会の合議による意思決定、ＩＲ活動を通じた株主との良好な関係作り、情

報開示担当役員や内部情報管理責任者による適時情報開示等の施策を実施することにより、株主・

従業員・取引先等、当社を取り巻く全てのステークホルダーの利益最大化に努めてまいります。 

　

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況
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③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

(ア)会社の機関の内容

・取締役会

　取締役会は常勤取締役３名と社外取締役１名の計４名で構成され、業務執行に関する会社の意思

を決定し、かつ取締役の業務執行を監督する機関であります。月１回の定時取締役会のほか、必要

に応じ臨時取締役会を開催し、法令および取締役会規程に定められた事項や経営に関する重要事

項を決議するとともに、取締役の業務執行の状況を監督しております。取締役会の企業統治の実効

性を高めるため、会社の指揮命令系統から独立した社外取締役を１名設置しております。また各取

締役の経営責任を明確化し、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制にするために、取締役の

任期を１年と定めております。有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)以降、取締役会は取締役

４名と社外取締役１名の計５名で構成されます。 

・コンプライアンス委員会

　当社は平成15年８月20日開催の取締役会においてコンプライアンス規程を承認し、また平成17年

11月16日開催の取締役会においてコンプライアンス委員会規程を承認し、施行しました。それに基

づき高橋常務取締役を委員長とし、ＣＦＯ、管理部長、各営業部長等をメンバーとし、また常勤監査

役をオブザーバーとするコンプライアンス委員会を設置いたしました。開催日は原則月１回で平

成17年11月16日よりスタートし、既に各種規程類の説明と周知、機密情報取扱い体制、個人情報保

護法、当社企業倫理規範・社員行動基準の説明と周知、重要書類の保管（文書管理規程）、株主ま

たは子会社との取引の注意事項、インサイダー取引の説明と周知、内部統制対策、実地棚卸要領、リ

スクマネジメント基本規程、内部通報制度等をテーマにコンプライアンス委員会を実施しました。

今後も月１回実施し、当社のコンプライアンス上の課題を審議してまいります。

　有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)以降、委員長は原田代表取締役社長となっておりま

す。

(イ)内部統制システムの整備の状況

　当社取締役会は、会社法、会社法施行規則及び金融商品取引法に基づいて、当社の業務の適正を確

保するための体制の整備に関する基本方針を決議しております。

 業務執行の統制及び効率性を確保するための体制につきましては、当社グループ業務全般にわた

り社内規程を体系的に整備して運用するとともに、コンプライアンス委員会の活動及び内部監査

室の監査を通じ、当社グループ全体の運用の徹底を図っております。

 中期経営計画策定及び総合予算(年度計画)編成につきましては、計画の調整・編成業務を経営企

画室長が統括責任者として担当し、取締役会にて決定しております。

 予算統制につきましては、月次決算に基づいて、管理部がとりまとめを行い、経営企画室長が予算

と実績の差異分析・進捗状況を取締役会へ報告しております。

 日常の職務遂行に際しては、業務分掌規程、職務権限規程及び職務権限表に基づき、職務を遂行し

ております。

 内部監査につきましては、社長直轄の内部監査室が年間計画に基づき、全部門を対象に業務執行

及び関係法規、社内規則・規程類等の遵守状況について監査を実施しております。 
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④　内部監査及び監査役監査の状況

　　現在、当社では3名の監査役（うち常勤監査役１名）が設置されており、原則として常勤監査役は

業務監査、非常勤監査役は会計監査を担当しております。平成17年12月に２名の監査役から成る監

査役連絡会が発足し、原則月１回連絡会を開催しております。

 監査役は当社の取締役会その他の重要な会議に出席し意見を述べるとともに助言、勧告等を行い

ます。監査役は法令・定款に準拠した監査方針を定め、取締役から意見を聴取するとともに資料を

閲覧し、内部監査室長および監査法人・会計監査人との連携により取締役の業務執行状況を監査

し、その結果を監査調書に取りまとめ、代表取締役および取締役会に報告いたします。期末監査終

了後、会計監査人と意見の交換を行い、監査報告書を作成し、取締役会に提出しております。また定

時株主総会に出席して監査報告を行っております。監査役は子会社調査権に基づき、子会社に対し

事業の報告を求め、または子会社の業務・財産の状況を調査しております。　内部監査室は、平成20

年３月末日現在、１名体制で実施しておりますが、必要ある場合は、社長の任命を得て他の部署の

者を監査業務に従事させることができます。有価証券報告書提出日(平成20年６月27日)以降、監査

役連絡会は常勤監査役１名と社外監査役２名の計３名で構成されます。

 内部監査室、監査役及び監査法人は、緊密な連携を保つための情報交換を四半期に１回実施して

おります。

⑤　会計監査の状況

　　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は浅枝芳隆、松本保範であり、監査法人トーマツに所属

しております。当社の会計監査業務に係る補助者は８名で、内３名が公認会計士、５名が会計士補

等であります。 

⑥　社外取締役及び社外監査役との関係

　　取締役４名のうち１名が社外取締役であり、監査役の２名は社外監査役であります。有価証券報告

書提出日(平成19年６月28日)以降、取締役５名のうち１名が社外取締役であり、監査役３名のうち

２名は社外監査役であります。

 当社と社外取締役及び社外監査役との間に人的関係及び取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

　

(2) リスク管理体制の整備の状況

当社グループは、リスクマネジメント体制の強化を経営の重要課題として掲げ、企業経営を取り巻く

様々なリスクに対処するための諸施策の実施に取り組んでおります。 

　当社では、市場、情報セキュリティ、環境、労務、製品の品質・安全等様々な事業運営上のリスクについ

て、下記のリスク管理規程を制定し、代表取締役社長を委員長とする社内横断的なリスクマネジメント委

員会を設置してリスク管理を行うこととしております。

・リスクマネジメント基本規程

・危機管理基本規程

・事故処理規程

　リスクマネジメント委員会は、取締役、監査役、各部門長を委員とし、当社グループ運営に関する全社的

・総括的なリスク管理の報告及び対応策検討の場と位置づけております。各部門長は担当部門のリスク

管理責任者として日常の業務活動におけるリスク管理を行い、不測の事態が発生した場合には、事故処理

規程に基づいてコンプライアンス委員会委員長及びＣＦＯへ報告するとともに、再発防止策を策定し実

施することとなっております。また、企業価値向上のためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であ

ると認識しており、ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社行動規範を制定し、これに従い全役職員が法令等を遵守

した行動、高い倫理観をもった行動をとることを周知徹底しております。
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(3) 役員報酬の内容

取締役及び監査役の報酬の決定については、株主総会で総枠の決議を得ております。各役員の報酬額に

ついて、取締役については取締役報酬内規に基づき決定し、監査役については監査役会で決定しておりま

す。

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

区　分 支給人員 当事業年度に係る報酬等の額

　取　締　役 ５名 80,028千円

（うち社外取締役） (１名) (1,828千円)

　監　査　役 ３名 7,338千円

（うち社外監査役） (２名) (2,700千円)

計 ８名 87,366千円

　(注)１　事業年度末日現在の取締役は４名であり、支給人員との相違は当事業年度中における取締役１名の辞任

によるものであります。 

２　当事業年度に係る報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当事業年度の引当額が含まれております。

３　上記報酬額のほか、平成20年６月27日開催の第９期定時株主総会において付議いたします「退任取締役

及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈並びに役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件」が承

認された場合は、取締役5名（社外取締役を除く）及び監査役２名（社外監査役を除く）に対し、総額

16,268千円（上記2当期に費用処理した役員退職慰労引当金を含む）が支払われることになります。 

　

(4) 監査報酬の内容

当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬

　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の金額　17,000千円

　　上記以外の報酬の金額　10,333千円

(注)　なお、「上記以外の報酬の金額」は、四半期財務情報開示に係る相談業務及び財務報告に係る内部統制構

築に関する助言・指導業務に対するものであります。

　

(5) 取締役の定数 

当社は、取締役を7名以内とする旨を定款に定めています。

　

(6) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。また、取締役の選任議決は、

累積投票によらない旨も定款に定めています。 

　

(7) 自己の株式の取得の決定機関 

当社は、取締役会決議によって市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨定款に定めて

います。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とするためであります。 

　

(8) 取締役の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者も含

む。）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に

定めています。また、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間に、任務を怠ったことによる

損害賠償責任を限定する契約を締結することができます。但し、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、

法令が規定する額とする旨も定款に定めています。これは、優秀な役員を将来招へいするため必要と考え

定めたものです。 

　

(9)  中間配当の決定機関

当社は、将来の配当政策の転換に備えるため、取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿
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に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（以下

「中間配当金」という。）を行うことができる旨を定款で定めております。

　

(10) 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うため

に、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこ

れを行う旨を定款で定めております。

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

 44/114



第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、監査法人

トーマツの監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１. 現金及び預金 ※1 901,895 928,354

　２. 受取手形及び売掛金 ※1,2 2,822,186 1,714,411

　３．有価証券 100,050 239,397

　４．たな卸資産 559,322 766,141

　５．繰延税金資産 7,954 14,346

　６．その他 65,269 53,618

　　　貸倒引当金 △ 789 △ 7,486

　　流動資産合計 4,455,88997.5 3,708,78485.4

Ⅱ　固定資産

　１. 有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 36,586 33,353

　　　　減価償却累計額 32,817 3,769 24,663 8,689

　　(2) 機械装置及び運搬具 80,235 84,723

　　　　減価償却累計額 42,176 38,058 15,151 69,571

　　(3) その他 56,204 75,866

　　　　減価償却累計額 46,692 9,511 56,621 19,245

　　　有形固定資産合計 51,3391.1 97,5062.3

　２. 無形固定資産

　　(1) のれん 18,786 17,444

　　(2) その他 6,448 53,036

　　　無形固定資産合計 25,2350.6 70,4801.6

　３. 投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 9,975 425,764

　　(2) 長期貸付金 4,706 3,837

　　(3) 繰延税金資産 2,944 5,929

　　(4) その他 15,430 32,762

　　　　貸倒引当金 △ 1,934 △ 1,931

　　　投資その他の資産合計 31,1220.7 466,36210.7

　　固定資産合計 107,6972.4 634,34914.6

Ⅲ　繰延資産

　１．社債発行費 3,106 636 0.0

　　繰延資産合計 3,1060.1 636 0.0

　　資産合計 4,566,693100.0 4,343,770100.0

　

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

 46/114



　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１. 支払手形及び買掛金 1,984,350 1,412,930

　２. 短期借入金 654,788 737,258

　３. 一年内返済予定の
　　　長期借入金

72,501 62,201

　４. 一年内償還予定の社債 20,000 120,000

　５．未払法人税等 2,773 40,470

　６. 賞与引当金 7,339 9,130

　７. その他 74,066 114,585

　　流動負債合計 2,815,81961.7 2,496,57757.5

Ⅱ　固定負債

　１. 社債 270,000 150,000

　２. 長期借入金 27,159 279,220

  ３．繰延税金負債 － 8,791

　４. 退職給付引当金 1,600 1,800

　５．役員退職慰労引当金 1,750 12,639

　　固定負債合計 300,5096.6 452,45010.4

　　負債合計 3,116,32868.2 2,949,02867.9

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 469,01010.3 469,01010.8

　２．資本剰余金 458,01010.0 458,01010.5

　３．利益剰余金 512,06011.2 539,94612.5

　　　株主資本合計 1,439,08031.5 1,466,96633.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１．その他有価証券
　　　評価差額金

△ 4 12,460

　２．為替換算調整勘定 7,809 △ 90,004

　　　評価・換算差額等合計 7,8040.2 △ 77,543△1.8

Ⅲ　新株予約権 － － 1,9320.0

Ⅳ　少数株主持分 3,4800.1 3,3860.1

　　　純資産合計 1,450,36531.8 1,394,74232.1

　　　負債純資産合計 4,566,693100.0 4,343,770100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 11,521,884100.0 12,258,859100.0

Ⅱ　売上原価 10,273,81089.2 10,905,51489.0

　　　売上総利益 1,248,07410.8 1,353,34411.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 1,009,7598.8 1,293,00910.5

　　　営業利益 238,3142.1 60,3350.5

Ⅳ　営業外収益

　１. 受取利息 4,308 8,633

　２．為替差益 8,200 22,417

　３．投資有価証券売却益 － 4,855

　４．手数料収入 6,364 －

　５. その他 4,867 23,7400.2 3,061 38,9670.3

Ⅴ　営業外費用

　１. 支払利息 16,260 26,533

　２. 株式交付費 5,015 －

　３．その他 6,156 27,4320.2 5,451 31,9840.3

　　　経常利益 234,6212.0 67,3170.5

Ⅵ　特別利益

　１. 固定資産売却益 ※3 1,404 －

　２. 貸倒引当金戻入益 3,105 －

　３．償却債権取立益 2,714 －

　４. 前期損益修正益 ※4 － 7,2240.1 5,666 5,6660.1

Ⅶ　特別損失

　１．固定資産売却損 ※5 241 －

　２．固定資産除却損 ※5 866 1,1080.0 － － －

　　　税金等調整前当期純利益 240,7372.1 72,9840.6

　　　法人税、住民税及び
      事業税

34,899 46,128

　　　法人税等調整額 △ 158 34,7400.3 △ 1,455 44,6720.4

　　　少数株主利益 132 0.0 425 0.0

　　　当期純利益 205,8651.8 27,8850.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 259,250 248,250 306,194 813,694

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 209,760 209,760 419,520

　当期純利益 205,865 205,865

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

－

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

209,760 209,760 205,865 625,385

平成19年３月31日残高(千円) 469,010 458,010 512,060 1,439,080

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高(千円) － 2,645 2,645 2,740 819,080

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 419,520

　当期純利益 205,865

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 4 5,163 5,159 740 5,899

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△ 4 5,163 5,159 740 631,284

平成19年３月31日残高(千円) △ 4 7,809 7,804 3,480 1,450,365
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 469,010 458,010 512,060 1,439,080

連結会計年度中の変動額

　当期純利益 27,885 27,885

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

－

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

－ － 27,885 27,885

平成20年３月31日残高(千円) 469,010 458,010 539,946 1,466,966

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算差
額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △ 4 7,809 7,804 － 3,480 1,450,365

連結会計年度中の変動額

　当期純利益 27,885

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

12,464△ 97,813△ 85,348 1,932 △ 93 △ 83,509

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

12,464△ 97,813△ 85,348 1,932 △ 93 △ 55,623

平成20年３月31日残高(千円) 12,460△ 90,004△ 77,543 1,932 3,386 1,394,742
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 240,737 72,984

　　　減価償却費 22,655 39,179

　　　のれん償却額 1,341 1,341

      株式報酬費用 － 1,932

　　　貸倒引当金の増減額（減少△） △ 2,493 6,694

　　　賞与引当金の増減額 914 1,790

　　　退職給付引当金の増減額 － 200

　　　役員退職慰労引当金の増減額 250 10,889

　　　受取利息 △ 4,308 △ 8,633

　　　為替差損益（差益△） △ 2,557 5,560

　　　固定資産売却損益（売却益△） △ 296 －

　　　投資有価証券売却損益（売却益△） － △ 4,855

　　　支払利息 16,260 26,533

　　　株式交付費 5,015 －

　　　社債発行費償却 2,469 2,469

　　　売上債権の増減額（増加△） △ 731,380 873,156

　　　たな卸資産の増減額(増加△) △ 163,884 △ 239,622

　　　その他流動資産の増減額（増加△） △ 24,921 32,292

　　　仕入債務の増減額(減少△) 116,820 △ 347,041

　　　その他流動負債の増減額（減少△） 19,953 61,218

　　　　小計 △ 503,420 536,089

　　　利息の受取額 4,308 7,735

　　　利息の支払額 △ 16,865 △ 25,635

　　　法人税等の支払額 △ 51,484 △ 36,497

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 567,463 481,691

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の預入による支出 △ 20,002 △ 80,087

      定期預金の払戻による収入 － 80,004

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 49,130 △ 94,268

　　　有形固定資産の売却による収入 13,187 3,198

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 4,007 △ 53,822

      無形固定資産の売却による収入 － 228

　　　投資有価証券の取得による支出 △ 9,982 △ 555,191

　　　投資有価証券の売却による収入 － 115,861

　　　貸付金の回収による収入 2,434 851

　　　その他 3,366 △ 25,870

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 64,134 △ 609,093
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減額(減少△) 483,540 84,533

　　　長期借入れによる収入 － 358,151

　　　長期借入金の返済による支出 △ 91,953 △ 78,751

　　　社債の発行による収入 98,090 －

　　　社債の償還による支出 △ 10,000 △ 20,000

　　　株式の発行による収入 414,504 －

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 894,182 343,933

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 4,032 △ 50,809

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 266,617 165,722

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 655,324 921,941

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 921,941 1,087,663
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１. 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　３社

　　 すべての子会社を連結しておりま

す。　 

連結子会社の名称

　KFE HONG KONG CO.,LIMITED

　KFE(SHENZHEN) CO.,LTD.

　KFE(THAILAND) CO.,LTD.

(1)連結子会社の数　　４社

　　 すべての子会社を連結しておりま

す。　 

連結子会社の名称 

　KFE HONG KONG CO.,LIMITED 

　KFE(SHENZHEN) CO.,LTD. 

　KFE(THAILAND) CO.,LTD. 

　エグゼモード株式会社 

なお、事業分割によって新たに設

立したエグゼモード株式会社を連

結の範囲に含めました。

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 　同左

３. 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、KFE(SHENZHEN)

CO.,LTD.の決算日は12月31日でありま

す。

連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　ａ　その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

①　有価証券

　ａ　その他有価証券

時価のあるもの

 同左 

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

　　　 同左

②　たな卸資産

ａ　商品

　当社は先入先出法による原価

法を、また、在外連結子会社は先

入先出法による低価法を採用し

ております。

②　たな卸資産

　ａ　商品

電子部品

　先入先出法による原価法を採

用しております。ただし、在外連

結子会社は先入先出法による低

価法を採用しております。

デジタル商品

　総平均法による原価法を採用

しております。 

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　当社は定率法を、在外連結子会社は

定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　建物及び構築物　　　　３～15年

　　機械装置及び運搬具    ５～６年

①　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法

を、在外連結子会社は定額法を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　　建物及び構築物　　　　３～15年

　　機械装置及び運搬具    ５～６年
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

②　無形固定資産

当社及び連結子会社は定額法を採

用しております。

なお、当社及び連結子会社は、市場

販売目的のソフトウェアについては

見込販売数量に基づく償却額と見込

販売可能期間（３年）に基づく償却

額のいずれか大きい額を償却する方

法を、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

②　無形固定資産

当社及び連結子会社は定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　特許実施権　　　　　５年

　また、当社及び国内連結子会社は、

市場販売目的のソフトウェアについ

ては見込販売数量に基づく償却額と

見込販売可能期間（３年）に基づく

償却額のいずれか大きい額を償却す

る方法を、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。

(3) 重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、当社は一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。また在外連結

子会社は主として特定の債権につい

て回収不能見込額を計上しておりま

す。

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、当社及び国内連結子会

社は一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。また在外連結子会社は主とし

て特定の債権について回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金

当社は従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担

額を計上しております。

②　賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員

に対して支給する賞与の支出に充て

るため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

③　退職給付引当金

当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における

退職給付債務に基づき、当連結会計

年度に発生したと認められる額を計

上しております 。

③　退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は、従業

員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務に

基づき、当連結会計年度において発

生していると認められる額を計上し

ております。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

て、当社は、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

(4) 重要な外貨建資産又は

負債の本邦通貨への換

算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及

び負債は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。

　

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。

　　同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

―――――――― ①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

  なお、振当処理の要件を満たして

いる為替予約取引については、振当

処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段：為替予約 

    ヘッジ対象：外貨建輸出入取引 

③　ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する社内規

程に基づき、ヘッジ対象に係る為替

変動リスクを一定の範囲内でヘッジ

しております。 

④　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ

手段がヘッジ対象と同一通貨、同一

期日であるため、ヘッジ有効性の評

価を省略しております。

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

①　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

①　消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価

については、全面時価評価法を採用

しております。

　　同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については20年間の

均等償却を行なっております。

　　同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。

 

　　同左
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会計方針の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

 

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月

9日　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

　これによる損益に与える影響はありません。 

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,446,884千円であります。 

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ

る連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。 

 

――――――――

―――――――― （たな卸資産の評価方法） 

　デジタル商品事業の商品の評価方法については、従来、

先入先出法による原価法によっておりましたが、当連結

会計年度より総平均法による原価法に変更しておりま

す。 

　この変更は、平成19年10月１日付けで、会社分割により、

当社からエグゼモード株式会社へ、デジタル商品事業を

事業分離したのを機に、会計処理の見直しを行った結果、

価格変動による損益計算への影響を平準化するととも

に、在庫金額の確定の迅速化を目的として行ったもので

あります。 

　この変更による連結財務諸表に与える影響額は軽微で

あります。 

　なお、当該事業分離が当下半期に行われたため、当該会

計方針の変更は当下半期より行っております。 

　したがって、当中間期は従来の方法によっております

が、当該会計方針の変更による影響額は軽微であります。
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結貸借対照表） ――――――――

　前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」とし

て表示しております。

　

（連結損益計算書） ――――――――

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「手数料収入」は、営業外収益の総

額の100分の10を超えたため、区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「手数料収入」の金額は

1,663千円であります。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書） ――――――――

　前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」とし

て表示していたものは、当連結会計年度から「のれん償

却額」として表示しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産

　定期預金 30,004千円

　上記は、関税法に基づき輸入製品等の関税等の納

期限の延長の担保として供しているものでありま

す。

※１　担保に供している資産

　定期預金 30,087千円

　　　上記は、関税法に基づき輸入製品等の関税等の納期限

の延長の担保として供しているものであります。

　売掛金 2,228,889千円

(18,880千USドル)

上記は、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDの銀行借入

の担保として供しているものであります。

なお、表示価格は平成19年３月末現在の直物為替

相場により円換算しております。
　 

　
　売掛金 1,154,286千円

(11,520千USドル)

上記は、KFE HONG KONG CO.,LIMITEDの銀行借入

の担保として供しているものであります。

なお、表示価格は平成20年３月末現在の直物為替

相場により円換算しております。

※２　当連結会計年度末日満期手形

当連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が当連結

会計年度末残高に含まれております。

　受取手形 5,948 千円

※２　

　　　　　――――――――
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

は次のとおりであります。

　給与手当 293,692千円

　賞与引当金繰入額 7,339千円

　販売輸送費 116,618千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額

は次のとおりであります。

　給与手当 363,031千円

　賞与引当金繰入額 9,130千円

　役員退職慰労引当金繰入額 10,889千円

　貸倒引当金繰入額 6,694千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費

6,175千円

※２　一般管理費に含まれる研究開発費

13,823千円

※３　固定資産の売却益の主要な内容は次のとおりであ

ります。

機械装置及び運搬具 1,138千円

※３　

――――――――

※４

――――――――

※４　前期損益修正益の内容は前期支払手数料の修正額

であります。

 

※５　固定資産の除売却損の主要な内容は次のとおりで

あります。

機械装置及び運搬具 864千円

その他 43千円

　

※５　

――――――――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 17,150 2,400 － 19,550

　
（変動事由の概要）

普通株式の2,400株の増加は公募増資によるものであります。

　
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 19,550 － － 19,550

　
２　自己株式に関する事項

　　　 該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
平成19年６月

新株予約権発行決議
(注)１

普通株式 － 2,000 40 1,960 1,932

合計 － 2,000 40 1,960 1,932

 (注)１　権利行使期間の初日は、到来しておりません。

２　新株予約権の増加は、発行によるものであります。また、減少は、退職に伴う権利の失効であります。

　

４　配当に関する事項

(1)配当金の支払額　　　

        該当事項はありません。

　

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの　　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日普通株式 利益剰余金 ７,820 400 平成20年３月31日平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 901,895千円

有価証券勘定 100,050千円

　　　　　計 1,001,945千円

預入期間3ヶ月超の定期預金 △80,004千円

現金及び現金同等物 921,941千円
　

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 928,354千円

有価証券勘定 239,397千円

　　　　　計 1,167,751千円

預入期間3ヶ月超の定期預金 △80,087千円

現金及び現金同等物 1,087,663千円
　

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

その他
(工具器具備品)

2,545 1,413 1,131

取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

その他
(工具器具備品)

2,545 1,838 706

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 442千円

１年超 876千円

合計 1,318千円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 467千円

１年超 409千円

合計 876千円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 85千円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 61千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

　⑤　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

同左

次へ
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上

額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上

額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価をこえないもの

　その他

 証券投資信託 9,983 9,975 △ 7 9,985 6,335△ 3,650

合計 9,983 9,975 △ 7 9,985 6,335△ 3,650

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

売却額（千円） － 115,861

売却益の合計額（千円） － 4,855

　

３　時価評価されていない有価証券

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

　キャッシュ・リザーブ・ファンド 100,050 137,601

　マネー・マネージメンド・ファンド － 101,795

　非上場国内株式 － 96,058

　非上場外国株式 － 323,370

合計 100,050 658,826
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当社グループはデリバティブ取引を全く行っていない

ため、該当事項はありません。

(1) 取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は為替予約取引で

あります。 

(2) 取引に対する取組方針

外貨建金銭債権債務等の残高の範囲内で為替予約

取引を利用することとしており、投機目的での取引

は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

為替予約取引は、外貨建金銭債権債務に係る将来

の為替レートの変動リスクを回避する目的で利用し

ております。なお、デリバティブ取引を利用してヘッ

ジ会計を行っております。

　①　ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替予

約が付されている外貨建金銭債権債務については、

振当処理を行っております。 

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：為替予約 

　　ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務 

　③　ヘッジ方針 

外貨建取引における為替相場の変動リスクをヘッ

ジするため、通常業務を遂行する上で将来発生する

外貨建資金需要を踏まえ、必要な範囲内で為替予約

取引を行っており、従って投機的な取引は一切行わ

ない方針であります。 

　④　ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約については、ヘッジ対象と同一通貨建に

よる同一金額で同一期日の為替予約を振当ててお

り、その後の為替相場の変動による相関関係は完全

に確保されているため、有効性の判定は省略してお

ります。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

「当社グループ」が利用している為替予約取引

は、為替相場の変動リスクを有しております。　なお、

「当社グループ」のデリバティブ取引の相手先はい

ずれも信用度の高い国内銀行であるため、信用リス

クは極めて低いものと判断しております。 

　 (5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は、所定の手続に

従って管理部において取引内容の確認を行い、取引権

限者が決裁を行っております。 

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成19年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度を採用しております。また、在

外連結子会社は確定拠出型の退職給付制度を採用して

おります。

１　採用している退職給付制度の概要

　　 同左

２　退職給付債務に関する事項

退職給付引当金 1,600千円

　　　　なお、当社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を

採用しています。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付引当金 1,800千円

　　　　なお、当社は退職給付債務の算定にあたり簡便法を

採用しています。

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 5,459千円

　(1) 勤務費用 5,459千円

３ 退職給付費用に関する事項

退職給付費用 5,904千円

　(1) 勤務費用 5,904千円
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　1,000株

付与日 平成15年３月31日

権利確定条件 付与日(平成15年３月31日)から確定日(平成15年４月30日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成15年３月31日～平成15年４月30日

権利行使期間 平成15年５月１日～平成25年２月28日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　　　２名
当社の従業員　　８名
子会社の取締役　２名
子会社の従業員　８名

株式の種類及び付与数 普通株式　490株

付与日 平成15年３月31日

権利確定条件 付与日(平成15年３月31日)から確定日(平成17年４月30日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成15年３月31日～平成17年４月30日

権利行使期間 平成17年５月１日～平成25年２月28日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社監査役　１名
当社従業員　２名

株式の種類及び付与数 普通株式　80株

付与日 平成16年６月29日

権利確定条件 付与日(平成16年６月29日)から確定日(平成18年６月29日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成16年６月29日～平成18年６月29日

権利行使期間 平成18年６月30日～平成25年２月28日
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日 平成15年３月25日 平成16年６月29日

権利確定後

　期首(株) 1,000 490 80

　権利確定(株) － － －

　権利行使(株) － － －

　失効(株) － 216 40

　未行使残(株) 1,000 274 40

　

②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日 平成15年３月25日 平成16年６月29日

権利行使価格(円) 100,000 100,000 100,000

行使時平均株価(円) － － －

付与日における公正
な評価単価(円) － － －
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　(1) 当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　　販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　1,932千円

 

(2) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　１名

株式の種類及び付与数 普通株式　1,000株

付与日 平成15年３月31日

権利確定条件 付与日(平成15年３月31日)から確定日(平成15年４月30日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成15年３月31日～平成15年４月30日

権利行使期間 平成15年５月１日～平成25年２月28日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　　　２名
当社の従業員　　８名
子会社の取締役　２名
子会社の従業員　８名

株式の種類及び付与数 普通株式　490株

付与日 平成15年３月31日

権利確定条件 付与日(平成15年３月31日)から確定日(平成17年４月30日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成15年３月31日～平成17年４月30日

権利行使期間 平成17年５月１日～平成25年２月28日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成16年６月29日

付与対象者の区分及び人数 当社監査役　１名
当社従業員　２名

株式の種類及び付与数 普通株式　80株

付与日 平成16年６月29日

権利確定条件 付与日(平成16年６月29日)から確定日(平成18年６月29日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成16年６月29日～平成18年６月29日

権利行使期間 平成18年６月30日～平成25年２月28日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成19年６月28日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　　　５名
当社監査役　　　１名
当社従業員　　　13名
子会社の取締役　２名
子会社の従業員　５名

株式の種類及び付与数 普通株式　2,000株

付与日 平成19年７月10日

権利確定条件 付与日(平成19年７月10日)から確定日(平成21年６月30日)まで継続
して勤務していることを条件とする。

対象勤務期間 平成19年７月10日～平成21年６月30日

権利行使期間 平成21年７月１日～平成29年６月30日
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(3) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日平成15年３月25日平成16年６月29日平成19年６月28日

権利確定前

　期首(株) － － － －

　付与(株) － － － 2,000

　失効(株) － － － 40

　権利確定(株) － － － －

　未確定残(株) － － － 1,970

権利確定後

　期首(株) 1,000 274 40 －

　権利確定(株) － － － －

　権利行使(株) － － － －

　失効(株) － － － －

　未行使残(株) 1,000 274 40 －

　

②単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年３月25日平成15年３月25日平成16年６月29日平成19年６月28日

権利行使価格(円) 100,000 100,000 100,000 200,000

行使時平均株価(円) － － － －

付与日における公正
な評価単価(円) － － － 2,577

　

　(4) 当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

  当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積

方法は以下のとおりであります。

　　①使用した算定方法

　　　　ブラック・ショールズ式

　　②使用した主な基礎数値及びその見積方法

     a　株価変動性　21.2％ 

当社は平成18年11月に株式を上場しており、株価実績に関する十分なデータが不足しているため、

同業他社の過去２年間（平成17年６月～平成19年５月）の株価実績に基づき算定しております。

     b  予想残存期間　5.98年　　　　　

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっております。

     c　無リスク利子率　1.54％

　　　　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回り

　

　(5) ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。
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(税効果会計関係)

　

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

　未払事業税 792

　未払費用 345

　たな卸資産評価損 2,559

　賞与引当金 2,919

　ソフトウェア償却費 95

　退職給付引当金 636

　役員退職慰労引当金 695

　貸倒引当金 698

　減損損失 1,514

　繰越欠損金 639

　その他有価証券評価差額金 2

繰延税金資産合計 10,899
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (千円)

　未払事業税 4,527

　未払費用 437

　たな卸資産評価損 1,852

　賞与引当金 3,706

　退職給付引当金 722

　役員退職慰労引当金 5,026

　貸倒引当金 3,823

　減価償却費 674

　投資有価証券 994

　その他有価証券評価差額金 1,451

　　合計 23,215

　評価性引当額 △ 2,939

繰延税金資産合計 20,276

繰延税金負債

　減価償却費 5,681

　その他有価証券評価差額金 3,109

繰延税金負債合計 8,791

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 39.8

（調整）

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.4

　住民税均等割額 0.1

　評価性引当額増減額 △5.2

　在外連結子会社の税率差異 △19.6

　その他 △1.1

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

14.4

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 39.8

（調整）

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

8.4

　住民税均等割額 △0.4

　評価性引当額増減額 4.0

　受取配当金の消去影響額 45.1

　在外連結子会社の税率差異 △21.0

　外国税額控除 △13.6

　その他 △1.1

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

61.2
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
電子部品事業
(千円)

デジタル
商品事業(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

10,159,1221,362,76211,521,884 － 11,521,884

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

614,341 175,187 789,529(789,529) －

計 10,773,4631,537,94912,311,413(789,529)11,521,884

営業費用 10,391,0781,684,72412,075,802(792,232)11,283,570

営業利益
又は営業損失(△)

382,385△ 146,774235,610 2,703 238,314

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 2,801,496708,0993,509,5961,057,0974,566,693

減価償却費 14,561 1,710 16,272 6,383 22,655

資本的支出 23,834 3,050 26,884 26,489 53,374

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な商品

(1) 電子部品事業…………プリント基板

(2) デジタル商品事業……デジタルカメラ、ＤＶＤレコーダー及びプレーヤー、ＣＤコンポ等

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,057,097千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）等であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
電子部品事業
(千円)

デジタル
商品事業(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

9,239,8953,018,96312,258,859 － 12,258,859

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

470,665 8,778 479,444(479,444) －

計 9,710,5613,027,74212,738,303(479,444)12,258,859

営業費用 9,611,8023,079,95112,691,753(493,229)12,198,524

営業利益
又は営業損失(△)

98,759△ 52,209 46,550 13,784 60,335

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

資産 2,212,2481,184,1593,396,408947,3624,343,770

減価償却費 26,427 2,458 28,886 10,292 39,179

資本的支出 83,434 2,874 86,309 50,580 136,889

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な商品

(1) 電子部品事業…………プリント基板

(2) デジタル商品事業……デジタルカメラ、ＤＶＤレコーダー及びプレーヤー、ＣＤコンポ等

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（947,362千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）等であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

1,977,9289,543,95611,521,884 － 11,521,884

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

300,490 489,038 789,529 (789,529) －

計 2,278,41810,032,99412,311,413(789,529)11,521,884

営業費用 2,239,8939,835,90912,075,802(792,232)11,283,570

営業利益 38,525 197,085 235,610 2,703 238,314

Ⅱ　資産 2,116,1542,567,5684,683,722(117,029)4,566,693

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中国、香港、タイ等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は該当ありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は該当ありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

3,374,6308,884,22812,258,859 － 12,258,859

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

253,320 226,123 479,444 (479,444) －

計 3,627,9519,110,35212,738,303(479,444)12,258,859

営業費用 3,647,5449,044,20912,691,753(493,229)12,198,524

営業利益又は
営業損失(△)

△ 19,592 66,142 46,550 13,784 60,335

Ⅱ　資産 2,597,1652,056,5334,653,699(309,928)4,343,770

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア……………中国、香港、タイ等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は該当ありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産は該当ありません。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

アジア 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 9,543,956 9,543,956

Ⅱ　連結売上高(千円) － 11,521,884

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

82.8 82.8

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア……………中国、香港、タイ等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

アジア 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 8,884,228 8,884,228

Ⅱ　連結売上高(千円) － 12,258,859

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

72.5 72.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)アジア……………中国、香港、タイ等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1) 役員及び個人主要株主等

　

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
個人主要
株主

原田隆朗 ― ―
当社代表取
締役社長

直接所有
44.0

― ―
当社借入債
務の被保証

441,613
(注1)

― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) １　当社は、銀行借入に対して当社代表取締役より債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っておりま

せん。当該債務保証は平成18年６月30日をもって解除されております。

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　(共通支配下の取引等)

　

当社は平成19年６月28日開催の定時株主総会の決議により、同年10月１日を期日として新設分割によ

り、当社のデジタル機器・家電の企画、開発、製造、販売事業を新設会社の「エグゼモード株式会社」へ

承継をいたしております。

　

　　１．結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

　(1) 結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容

デジタル商品事業（内容：デジタル機器・家電の企画、開発、製造、販売等）

　(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

当社を分割会社とし、新たに設立するエグゼモード株式会社（連結子会社）を新設会社とす

る新設分割

　(3) 会社分割の目的

戦略的意思決定の迅速化、経営責任の明確化によりスピード感のある経営体制の構築を図る

ため。

　(4) 会社分割取引の概要

新設会社が発行する普通株式200株は、すべて分割会社である当社に割り当てました。分割交

付金の支払はありません。

新設会社は、当社から承継事業に属する資産及び負債並びにこれに付随する権利義務の一切

を承継しております。ただし、新設分割計画において別段の定めがあるものを除きます。新設

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

 74/114



会社は、承継事業に主として従事する従業員との間の雇用契約その他の権利義務の一切を分

割期日において分割会社より承継いたしております。

２．実施した会計処理の概要

　(1) 連結財務諸表上の会計処理

当該会社分割は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引として全て消去しております。

したがって、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 74,009.45円１株当たり純資産額 71,070.21円

１株当たり当期純利益 11,413.49円１株当たり当期純利益 1,426.37円

なお、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有
しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定には含めておりません。

なお、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有
しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定には含めておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 1,450,365 1,394,742

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

3,480 5,319

 (うち新株予約権）（千円） (   －) (1,932)

 (うち少数株主持分）（千円） (3,480) (3,386)

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 1,446,884 1,389,422

1株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数(株)

19,550 19,550

　　

２　１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 (千円) 205,865 27,885

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益 (千円) 205,865 27,885

普通株式の期中平均株式数(株) 18,037 19,550

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

新株予約権３種類
(新株予約権の数1,314個)

新株予約権４種類 
(新株予約権の数3,274個)
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（新株予約権(ストックオプション)の発行について）

　当社は、平成19年４月18日開催の取締役会において、当

社及び当社子会社の役職員に対して、ストックオプショ

ンとして新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に

委任することの承認を求める議案を、下記のとおり平成

19年6月28日開催予定の当社第8回定時株主総会にて付議

することを決議いたしました。

① ストックオプションとして新株予約権を発行す
る理由
　当社の業績向上に対する意欲や士気を高める
ため、また優秀な人材の獲得・維持を図ること
を目的として、当社及び当社子会社の役職員を
対象に新株予約権を発行するものであります。
　

② 新株予約権の数　　　2,000個

③ 新株予約権の目的となる株式の種類
　　　　　　　　　　普通株式
　

④ 新株予約権の目的となる株式の数
　　　　　　　　　　2,000株
　

⑤ 新株予約権の行使価額
　　　　　　　　　　200,000円
　

⑥ 新株予約権の行使期間
　平成21年７月１日から平成29年６月30日
　

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合に
おける増加する資本金および資本準備金の額

イ　新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金の額は、会社計
算規則第40条第1項に従い算出される資本
金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算
の結果1円未満の端数が生じたときは、そ
の端数を切り上げるものとする。

ロ　新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本準備金の額は、イ
記載の資本金等増加限度額からイに定め
る増加する資本金の額を減じた額とする。
　

⑧ 新株予約権の割当日
　平成19年7月10日とする。
　

⑨ その他の細則事項
　新株予約権に関するその他の細則事項につい
ては、取締役会決議により決定する。

――――――――
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（債権の取立不能または取立遅延のおそれ）

　当社取引先である株式会社双英建築積算事務所より

「経営不能となった」旨の通知書を受領するとともに、

受領した小切手が平成19年５月28日に不渡りとなり、同

社宛ての債権の取立不能または取立遅延のおそれが生じ

ております。

① 当該取引先の内容 

　商号 株式会社双英建築積算事務所

　所在地 東京都新宿区百人町
　2-26-9 三浦ビル４階

　代表者氏名 清水通男

　資本金 23百万円

　事業内容 その他の建築材料卸売業 
② 当該取引先との取引内容

　デジタル商品の販売

③ 当該取引先に対する債権の種類及び金額
（平成19年４月以降計上）

　売掛債権 約21百万円（内、小切手債権　約
７百万円）

④ 当該事象が営業活動等へ及ぼす重要な影響

　現時点では、株式会社双英建築積算事務所の
再生手続きに関する方針が未定であることか
ら、当該債権の回収見込額については確定し
ておりません。
　今後の債権者説明会等の経緯を受け、平成19
年４月以降発生した上記債権のうち取立不能
と見込まれる額については、平成20年３月期
に計上する予定です。

――――――――
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――――― （子会社化及び増資引受について）

　当社は、平成20年３月18日開催の取締役会において決議
しました通り、株式会社センチュリーエレクトロニクス
の発行済み株式の全株を平成20年４月１日に１円で取得
して100%子会社化し、また、平成20年４月４日に70百万円
の増資を行いました。
　なお、同社は当社の特定子会社となります。

１．目的

　良質な商権の継続及び有力な営業基盤の継承を図

ることを目的とする。

２．取得する当該会社の概要

① 商号 株式会社センチュリーエレクト
ロニクス

② 代表者 代表取締役社長　田中俊郎

③ 設立年月日 平成13年１月18日

④ 主な事業の内容電子部品の開発・試作からサー
ビスまでのソリューション提供

⑤ 決算期 3月31日
平成20年3月21日開催の定時株
主総会において決算期を12月31
日から3月31日に変更しており
ます。

⑥ 資本金 30百万円

⑦ 発行済株式数 600株

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

 79/114



　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――――― （業務・資本提携について）

　当社は、平成20年３月24日開催の臨時取締役会において

決議しました通り、ＳＰＲＩＮＧ株式会社の株式2,400株

(議決権割合21.4%、１株130千円、投資額312百万円）を、

平成20年３月31日に350株、平成20年４月４日に2,050株

を取得いたしました。

１．目的

① ＳＰＲＩＮＧグループの保有するコールセン
ター機能を当社グループの既存事業に融合さ
せることにより、業務の効率化、コスト削減を
図る。

② 当社から今後推進する新事業化において、Ｓ
ＰＲＩＮＧグループのもつコンサルティング
機能を利用し協力する。

２．取得する当該会社の概要

① 商号 ＳＰＲＩＮＧ株式会社

② 代表者 代表取締役　村田峰人

③ 設立年月日 平成19年３月４日

④ 主な事業の内容コールセンター事業・人材派遣
事業・教育事業・ITソリュー
ション事業・コンサルティング
事業（連結）

⑤ 決算期 ３月31日

⑥ 資本金 408百万円
（平成20年４月３日現在）
（単体）
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

KFE JAPAN ㈱
第１回銀行保証付
無担保社債

平成17年
９月28日

100,000100,0001.0 無担保
平成22年
９月28日

KFE JAPAN ㈱
第２回銀行保証付
無担保社債

平成17年
12月29日

100,000
100,000
(100,000)

0.7 無担保
平成20年
12月29日

KFE JAPAN ㈱
第３回銀行保証付
無担保社債

平成18年
５月31日

90,000
(20,000)

70,000
(20,000)

1.5 無担保
平成23年
５月31日

合計 ― ―
290,000
(20,000)

270,000
(120,000)

― ― ―

(注) １　「前期末残高」及び「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

　
１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

120,000 20,000 120,000 10,000 ―

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 654,788 737,258 2.10 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 72,501 62,201 3.17 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

27,159 279,220 4.95
平成21.６.30～
平成24.１.３

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

合計 754,448 1,078,680― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 102,671 102,671 73,878 ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１．現金及び預金 ※1 858,940 533,116

　２．受取手形 ※4 41,500 21,166

　３．売掛金 ※2 563,526 123,992

　４．有価証券 100,050 239,397

　５．商品 334,930 11,042

　６．前渡金 9,483 －

　７．前払費用 9,626 4,851

　８. 繰延税金資産 7,954 6,227

　９. 未収入金 ※2 － 29,950

　10. 短期貸付金 ※2 － 118,077

　11. その他 13,128 80

　　　貸倒引当金 △ 789 △ 34

　　流動資産合計 1,938,35291.6 1,087,86777.0

Ⅱ　固定資産

　１. 有形固定資産

　　(1) 建物 7,562 7,838

　　　　減価償却累計額 4,627 2,935 4,930 2,907

　　(2) 車両運搬具 14,344 14,344

　　　　減価償却累計額 788 13,556 5,112 9,231

　　(3) 工具器具備品 45,354 8,929

　　　　減価償却累計額 39,000 6,353 6,499 2,430

　　　有形固定資産合計 22,8451.1 14,5691.0

　２. 無形固定資産

　　(1) 商標権 1,572 572

　　(2) ソフトウェア 3,946 469

   （3）特許実施権 － 45,833

　　　無形固定資産合計 5,5180.3 46,8763.3
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　３．投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 9,975 102,393

　　(2) 関係会社株式 120,000 138,000

　　(3) 長期貸付金 2,614 2,614

　　(4) 従業員長期貸付金 2,091 1,222

　　(5) 破産更正債権等 344 344

　　(6) 長期前払費用 1,337 802

　　(7) 繰延税金資産 2,944 9,260

　　(8) その他 8,958 10,348

　　　　貸倒引当金 △ 1,934 △ 1,931

　　　投資その他の資産合計 146,3326.9 263,05618.7

　　固定資産合計 174,6958.3 324,50223.0

Ⅲ　繰延資産

　１. 社債発行費 3,106 636

　　繰延資産合計 3,1060.1 636 0.0

　　資産合計 2,116,154100.0 1,413,005100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１. 支払手形 4,974 5,686

　２. 買掛金 ※2 127,388 9,874

　３. 短期借入金 592,640 50,000

　４. 一年内返済予定の
　　　長期借入金

72,501 39,659

　５. 一年内償還予定の
　　　社債

20,000 120,000

　６. 未払金 59,082 10,011

　７. 未払費用 4,959 3,697

　８. 未払法人税等 2,283 17,144

　９. 預り金 1,558 2,138

　10. 賞与引当金 7,339 5,844

　11. その他 58 7,624

　流動負債合計 892,78642.2 271,68019.2

Ⅱ　固定負債

　１. 社債 270,000 150,000

　２．長期借入金 27,159 31,250

　３. 退職給付引当金 1,600 1,500

　４．役員退職慰労引当金 1,750 12,639

　固定負債合計 300,50914.2 195,38913.9

　負債合計 1,193,29556.4 467,06933.1

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１．資本金 469,01022.2 469,01033.2

　２．資本剰余金

　　(1) 資本準備金 458,010 458,010

　　　　資本剰余金合計 458,01021.6 458,01032.4

　３．利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △ 4,156 19,181

　　　　利益剰余金合計 △ 4,156△ 0.2 19,1811.4

　　　株主資本合計 922,86343.6 946,20167.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１．その他有価証券
      評価差額金

△ 4△ 0.0 △ 2,198△ 0.2

　　　評価・換算差額等合計 △ 4△ 0.0 △ 2,198△ 0.2

Ⅲ　新株予約権 － － 1,9320.1

　　　純資産合計 922,85943.6 945,93566.9

　　　負債純資産合計 2,116,154100.0 1,413,005100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１. 商品売上高 ※1 2,039,297 1,880,011

　２．販売手数料収入 ※1 239,1202,278,418100.0 232,0222,112,033100.0

Ⅱ　売上原価

　１. 期首商品たな卸高 129,838 334,930

　２．当期商品仕入高 ※1 1,997,180 1,715,087

　　　合計 2,127,018 2,050,018

　３．他勘定振替高 ※2 16,934 397,036

　４．期末商品たな卸高 341,367 12,289

　　　差引 1,768,717 1,640,693

　５.商品品質低下評価損 6,4361,775,15377.9 1,2471,641,94077.7

　　　売上総利益 503,26522.1 470,09322.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※3,4 464,73920.4 500,57023.7

　　　営業利益又は
　　　営業損失（△）

38,5251.7 △ 30,476△ 1.4

Ⅳ　営業外収益

　１．受取利息 1,621 4,130

　２．有価証券利息 － 2,353

　３．受取配当金 ※1 － 82,726

　４．為替差益 2,557 －

　５. 投資有価証券売却益 － 4,855

　６．手数料収入 ※1 － 13,655

　７．その他 790 4,9690.2 544 108,2645.1

Ⅴ　営業外費用

　１．支払利息 7,597 6,087

　２．社債利息 2,873 2,849

　３．社債発行費償却 2,469 2,469

　４. 株式交付費 5,015 －

　５．為替差損 － 31,529

　６．支払保証料 2,686 2,018

　７．その他 999 21,6430.9 － 44,9552.1

　　経常利益 21,8501.0 32,8321.6

Ⅵ　特別利益

　１．固定資産売却益 ※5 1,404 －

　２．貸倒引当金戻入益 3,105 －

　３．償却債権取立益 2,714 －

　４．前期損益修正益 ※6 － 7,2240.3 5,666 5,6660.2

Ⅶ　特別損失

　１．固定資産売却損 ※1,7 241 241 0.0 － － －

　　税引前当期純利益 28,8321.3 38,4991.8

　　法人税、住民税及び事業税 630 18,301

　　法人税等調整額 △ 158 471 0.0 △ 3,139 15,1610.7

　　当期純利益 28,3611.2 23,3371.1
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 259,250248,250248,250△ 32,517△ 32,517474,982

事業年度中の変動額

　新株の発行 209,760209,760209,760 419,520

　当期純利益 28,361 28,361 28,361

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 209,760209,760209,76028,361 28,361447,881

平成19年３月31日残高(千円) 469,010458,010458,010△ 4,156△ 4,156922,863

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成18年３月31日残高(千円) － － 474,982

事業年度中の変動額

　新株の発行 419,520

　当期純利益 28,361

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 4 △ 4 △ 4

事業年度中の変動額合計(千円) △ 4 △ 4 447,876

平成19年３月31日残高(千円) △ 4 △ 4 922,859
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金 

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 469,010458,010458,010△ 4,156△ 4,156922,863

事業年度中の変動額

　当期純利益 23,337 23,337 23,337

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) － － － 23,337 23,337 23,337

平成20年３月31日残高(千円) 469,010458,010458,01019,181 19,181946,201

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △ 4 △ 4 － 922,859

事業年度中の変動額

　当期純利益 23,337

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 2,193△ 2,193 1,932 △ 261

事業年度中の変動額合計(千円) △ 2,193△ 2,193 1,932 23,076

平成20年３月31日残高(千円) △ 2,198△ 2,198 1,932 945,935

　

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

 87/114



重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

   移動平均法による原価法

　

(1) 子会社株式

　　同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

      同左

時価のないもの

移動平均法による原価法
　

時価のないもの

　　同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品

先入先出法による原価法

　

(1) 商品

　  同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　建物　　　　　　　　　 3～15年

　　車両運搬具    　　　　　 　6年

　　工具器具備品　　　     2～20年

(1) 有形固定資産

　  同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、市場販売目的のソフトウェ

アについては見込販売数量に基づ

く償却額と見込販売可能期間（３

年）に基づく償却額のいずれか大

きい額を償却する方法を、自社利用

のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基

づいております。

　

(2) 無形固定資産

同左

４．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費

３年間で均等償却しております。

　

 (1) 社債発行費

同左

(2)  株式交付費 ――――――――

支出時に全額費用として処理し

ております。

　

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

　

　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

６．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1)　貸倒引当金

　　 同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計上して

おります。

(2)　賞与引当金

　　 同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務に基づき、当期に発生したと認め

られる額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　　同左

 

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に準じた会計処理によっ

ております。

　　同左

８. その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

　　同左
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会計方針の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月9日

　企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。 

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は922,859

千円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

――――――――

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

　(貸借対照表) ――――――――

１．前事業年度まで区分掲記しておりました「未着

品」（当期末残高8,647千円）は、総資産の総額の

100分の１以下となったため、流動資産の「商品」

に含めて表示することにしました。

２．前事業年度まで区分掲記しておりました「未収消

費税等」（当期末残高10,669千円）は、総資産の総

額の100分の１以下となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することにしました。

　

次へ
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産

定期預金 30,004千円

　　　　関税法に基づき輸入商品等の関税等の納期限の延長

の担保として供しているものであります。

※１　担保に供している資産

定期預金 30,087千円

　　　　関税法に基づき輸入商品等の関税等の納期限の延長

の担保として供しているものであります。

※２　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか以下のものがあります。

流動負債

　買掛金 11,730千円

　

※２　関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか以下のものがあります。

流動資産

　売掛金 35,683千円

　短期貸付金 117,209千円

　未収入金 29,834千円

　

　３　保証債務

　　　連結子会社の融資および保証極度契約に対して、債務

保証をしております。

KFE HONG KONG CO.,LIMITED755,500千円

(50,000千香港ドル)

　　　なお、表示価額は平成19年３月末日現在の直物為替相

場により円換算しております。

　３　保証債務

　　　連結子会社の融資および保証極度契約に対して、債務

保証をしております。

KFE HONG KONG CO.,LIMITED

　①　643,500千円　(50,000千香港ドル)

　②　270,513千円　(2,700千USドル)

　　　なお、表示価額は平成20年３月末日現在の直物為替相

場により円換算しております。

エグゼモード株式会社 1,400,000千円

　　　　

※４　当事業年度末日満期手形

当事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当事業年度

の末日は金融機関の休日であったため、次の事業年

度末日満期手形が当事業年度末残高に含まれており

ます。

受取手形 5,948 千円

※４

　　　　　　――――――――
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

　関係会社への売上高 300,490千円

　関係会社からの仕入高 463,832千円

　

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社への売上高 247,592千円

関係会社からの仕入高 195,058千円

関係会社からの受取手数料 13,655千円

関係会社からの受取配当金 82,726千円

関係会社との取引に係る
前期損益修正益

5,666千円

※２　他勘定振替高は、主として商品の保証返品のための

販売費及び一般管理費への振替であります。

※２　他勘定振替高は、主として商品の保証返品のための

販売費及び一般管理費への振替であります。

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は2％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は98％であり

ます。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　役員報酬 61,424千円

　給料手当 101,958千円

　賞与引当金繰入額 7,339千円

　減価償却費 8,716千円

　支払手数料 36,259千円

　販売輸送費 39,116千円

　旅費交通費 27,201千円

　

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は10％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は90％であり

ます。

  当事業年度より、同業他社との比較を可能にする

ために販売費及び一般管理費を見直し、従来は一般

管理費としておりました販売輸送費、旅費交通費を

販売費に属する費用といたしました。

　なお、従来の方法による当事業年度における販売費

に属する費用のおおよその割合は2％、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は98％であります。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　役員報酬 73,549千円

　給料手当 103,438千円

　賞与引当金繰入額 5,844千円

　減価償却費 11,915千円

　支払手数料 28,618千円

　販売輸送費 22,739千円

　旅費交通費 21,876千円

  役員退職慰労引当金繰入額 10,889千円

  貸倒引当金繰入額 3,539千円

※４　一般管理費に含まれている研究開発費

6,175千円

　

※４　一般管理費に含まれている研究開発費

13,823千円

※５　固定資産の売却益の主要な内容は次のとおりであ

ります。

車両運搬具 1,138千円

※５　

　　　　　　　――――――――

※６　

　　　　　　――――――――

　

※６　前期損益修正益の内容は前期支払手数料の修正額

であります。

※７　固定資産の売却損の主要な内容は次のとおりであ

ります。　

車両運搬具 241千円

※７

　　　　　　　――――――――
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

　

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　

　

次へ
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具備品 2,545 1,413 1,131

取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具備品 2,545 1,838 706

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 442千円

１年超 876千円

合計 1,318千円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 467千円

１年超 409千円

合計 876千円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 85千円

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 504千円

減価償却費相当額 424千円

支払利息相当額 61千円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

　⑤　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

　⑤　利息相当額の算定方法

同左

　

(有価証券関係)

前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）における子会社株式で時価

のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (千円)

　未払事業税 792

　未払費用 345

　たな卸資産評価損 2,559

　賞与引当金 2,919

　ソフトウェア償却費 95

　退職給付引当金 636

　役員退職慰労引当金 695

　貸倒引当金 698

　減損損失 1,514

　繰越欠損金 639

　その他有価証券評価差額金 2

繰延税金資産合計 10,899
　

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 (千円)

　未払事業税 2,443

　未払費用 273

　たな卸資産評価損 496

　賞与引当金 2,324

　退職給付引当金 596

　役員退職慰労引当金 5,026

　貸倒引当金 689

　減価償却費 423

　投資有価証券 994

　その他有価証券評価差額金 1,451

　関係会社株式 3,708

    小計 18,427

  評価性引当額 △2,939

繰延税金資産合計 15,487
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 39.8

（調整）

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

3.0

　住民税均等割額 1.0

　評価性引当額増減額 △43.3

　その他 1.1

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

1.6

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の百分の五以下であるため

注記を省略しております。
　

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　　連結財務諸表の注記事項として記載しているため、省略しています。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 47,205.08円１株当たり純資産額 48,286.61円

１株当たり当期純利益 1,572.39円１株当たり当期純利益 1,193.75円

なお、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有
しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定には含めておりません。

なお、新株予約権の残高はありますが、希薄化効果を有
しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算
定には含めておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 922,859 945,935

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － 1,932

　（うち新株予約権）（千円） (　　－) (1,932)

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 922,859 944,003

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数(株)

19,550 19,550

　　

２　１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益　(千円) 28,361 23,337

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益 (千円) 28,361 23,337

普通株式の期中平均株式数(株) 18,037 19,550

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

　新株予約権３種類
(新株予約権の数1,314
個)

　新株予約権４種類 
(新株予約権の数3,274
個)

　

前へ　　　次へ
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（会社分割について）
　当社は、平成19年４月18日開催の取締役会において、
デジタル商品事業の全部を会社分割し、新たに設立す
る「エグゼモード株式会社」(以下、「新設会社」とい
う)に承継することを決議いたしました。
　なお、本件は平成19年６月28日開催予定の当社第８期
定時株主総会における承認決議を条件としておりま
す。

――――――――

１．会社分割の目的

当社の今後の成長基盤のひとつと位置づけられる
デジタル商品事業を会社分割の手法を用いて当社
の完全子会社化とすることにより、戦略的意思決定
の迅速化、経営責任の明確化及び投資効率の極大化
を図り、スピード感のある経営と機動的な業務執行
を可能とする体制の構築を目的としております。そ
れにより、業務提携や将来の株式公開も視野に入れ
た同事業の飛躍的な成長を実現し、当社の企業価値
の最大化を進めてまいります。
　

２．会社分割の要旨

① 分割の方法
当社を分割会社とし、新たに設立する会社を承
継会社とする分社型の新設分割であり、新設会
社が分割により発行する株式の総数を当社に
割り当てる物的分割です。

② 株式の割当
新設会社が発行する普通株式２００株は、すべ
て当社に割り当てます。

③ 分割の日程
分割計画書承認取締役会
　　平成19年４月18日
分割期日
　　平成19年10月１日（予定）
分割登記
　　平成19年10月１日（予定）

④ 分割により減少する資本金等
分割により減少する資本金等はありません。

⑤ 分割会社の新株予約権および新株予約権付社債
に関する取扱い
当社は新株予約権を発行していますが、本分割
によるこれら新株予約権の取扱いに変更はあ
りません。また分割会社が発行している新株予
約権付社債はありません。

⑥ 新設会社が承継する権利義務
新設分割効力発生日後、分割計画書の定めると
ころにより、分割期日における当社の分割対象
事業に属する資産・債務・雇用契約およびそ
の他の権利義務を承継します。なお、当社から
承継する債務につきましては、免責的債務引受
の方法によるものとします。

⑦ 債務履行の見込み
当社および新設会社ともに、新設分割期日以降
の債務履行の確実性については問題ないと判
断しています。
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３.新設分割の後の新設分割設立会社となる会社の概
要
① 商号　　　　　エグゼモード株式会社

② 本店所在地　　東京都千代田区神田和泉町
１番地１-１３　蓼沼ビル４階

③ 代表者の氏名　取締役社長　藤岡淳一

④ 資本金の額　　10百万円

⑤ 純資産の額　　30百万円（予定）

⑥ 総資産の額　　700百万円（予定）

⑦ 事業の内容　　電子機器用製品及び部品、通信機
器用製品及び　部品の製造、販売
及び輸出入
家庭用電気製品の販売及び輸出
入

 

（新株予約権(ストックオプション)の発行について）

　当社は、平成19年４月18日開催の取締役会において、当
社及び当社子会社の役職員に対して、ストックオプショ
ンとして新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に
委任することの承認を求める議案を、下記のとおり平成
19年6月28日開催予定の当社第8回定時株主総会にて付議
することを決議いたしました。

① ストックオプションとして新株予約権を発行す
る理由
　当社の業績向上に対する意欲や士気を高める
ため、また優秀な人材の獲得・維持を図ること
を目的として、当社及び当社子会社の役職員を
対象に新株予約権を発行するものであります。
 

② 新株予約権の数　　　2,000個

③ 新株予約権の目的となる株式の種類
　　　　　　　　　　普通株式
 

④ 新株予約権の目的となる株式の数
　　　　　　　　　　2,000株
 

⑤ 新株予約権の行使価額
　　　　　　　　　　200,000円
 

⑥ 新株予約権の行使期間
　平成21年７月１日から平成29年６月30日
 

⑦ 新株予約権の行使により株式を発行する場合に
おける増加する資本金および資本準備金の額

イ　新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本金の額は、会社計
算規則第40条第1項に従い算出される資本
金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算
の結果1円未満の端数が生じたときは、そ
の端数を切り上げるものとする。

ロ　新株予約権の行使により株式を発行する場
合における増加する資本準備金の額は、イ
記載の資本金等増加限度額からイに定め
る増加する資本金の額を減じた額とする。
 

⑧ 新株予約権の割当日
　平成19年７月10日とする。
 

⑨ その他の細則事項
　新株予約権に関するその他の細則事項につい
ては、取締役会決議により決定する。

 
――――――――
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（債権の取立不能または取立遅延のおそれ）

　当社取引先である株式会社双英建築積算事務所より

「経営不能となった」旨の通知書を受領するとともに、

受領した小切手が平成19年５月28日に不渡りとなり、同

社宛ての債権の取立不能または取立遅延のおそれが生じ

ております。

① 当該取引先の内容 

　商号 株式会社双英建築積算事務所

　所在地 東京都新宿区百人町
　2-26-9 三浦ビル４階

　代表者氏名 清水通男

　資本金 23百万円

　事業内容 その他の建築材料卸売業 
　

② 当該取引先との取引内容

　デジタル商品の販売

③ 当該取引先に対する債権の種類及び金額
（平成19年４月以降計上）

　売掛債権 約21百万円（内、小切手債権　約
７百万円）

④ 当該事象が営業活動等へ及ぼす重要な影響

　現時点では、株式会社双英建築積算事務所の
再生手続きに関する方針が未定であることか
ら、当該債権の回収見込額については確定し
ておりません。
　今後の債権者説明会等の経緯を受け、平成19
年４月以降発生した上記債権のうち取立不能
と見込まれる額については、平成20年３月期
に計上する予定です。

――――――――

                 ――――――――

 

（子会社化及び増資引受について） 
　当社は、平成20年３月18日開催の取締役会において決
議しましたとおり、株式会社センチュリーエレクトロ
ニクスの発行済み株式の全株を平成20年４月１日に１
円で取得して100%子会社化し、また、平成20年４月４日
に70百万円の増資を行いました。 
　なお、同社は当社の特定子会社となります。

１．目的

良質な商圏の継続及び有力な営業基盤の継承を図
ることを目的とする。
　

２．取得する当該会社の概要

① 商号　株式会社センチュリーエレクトロニクス

② 代表者　代表取締役社長　田中俊郎

③ 設立年月日　平成13年１月18日

④ 主な事業の内容 
 電子部品の開発・試作からサービスまでのソ
リューション提供。

⑤ 決算日　３月31日
平成20年３月21日開催の定時株主総会
のおいて決算期を12月31日から３月31
日に変更しております。

⑥ 資本金　30百万円

⑦ 発行済株式数　600株
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――――― 

 

（業務・資本提携について） 
　当社は、平成20年３月24日開催の臨時取締役会におい
て決議しました通り、ＳＰＲＩＮＧ株式会社の株式
2,400株(議決権割合21.4%、１株130千円、投資額312百万
円）を、平成20年３月31日に350株、平成20年４月４日に
2,050株を取得いたしました。 
１．目的

① ＳＰＲＩＮＧグループの保有するコールセン
ター機能を当社グループの既存事業に融合させ
ることにより、業務の効率化、コスト削減を図
る。

② 当社から今後推進する新事業化において、 　　Ｓ
ＰＲＩＮＧグループのもつコンサルティング機
能を利用し協力する。

２．業務・資本提携先の概要

① 商号　ＳＰＲＩＮＧ株式会社

② 代表者　代表取締役　村田峰人

③ 設立年月日　平成19年３月２日

④ 主な事業の内容 
 コールセンター事業・人材派遣事業・　　　　　　
　　　教育事業・ITソリューション事業・　　　　　　
　　　コンサルティング事業(連結)

⑤ 決算日　３月31日

⑥ 資本金　408百万円(平成20年４月３日現在) 
　　　　(単体)

―――――――― （借入金の増加）
　当社は、今後の事業展開を踏まえ、下記の借入を行っ
ております。
 
借入詳細 
① 
a. 借入先の名称　：横浜銀行 
b. 借入金額：50百万円 
c. 借入利率　：2.0% 
d. 返済方法　：毎月均等返済 
e. 借入日　　：平成20年４月３日 
f. 返済期日　：平成25年３月末 
g. 使途　：株式会社センチュリーエレクトロニクス
           増資資金　　 
② 
a. 借入先の名称　：横浜銀行 
b. 借入金額：150百万円 
c. 借入利率　：2.25％ 
d. 返済方法　：期日一括返済 
e. 借入日　　：平成20年４月３日 
f. 返済期日　：平成20年６月末 
g. 使途　：運転資金

前へ
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（千円)

投資有価証券 その他有価証券
株式会社オ・ディ・エス 1,000 50,558

スプリング株式会社 350 45,500

計 － 96,058

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

（千円)

有価証券 その他有価証券

（国内投資信託）
野村キャッシュ・リザーブ・
ファンド

137,601口 137,601

（国内投資信託）
大和マネー・マネージメント
・ファンド

101,795口 101,795

小計 － 239,397

投資有価証券 その他有価証券

（国内投資信託）
ベトナムファンド2007-10

1,000口 6,335

小計 － 6,335

計 － 245,732
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 7,562 580 304 7,838 4,930 592 2,907

　車両運搬具 14,344 － － 14,344 5,112 4,324 9,231

　工具器具備品 45,354 － 36,4258,929 6,499 1,900 2,430

有形固定資産計 67,262 580 36,72931,112 16,5426,816 14,569

無形固定資産

　商標権 2,031 － 1,212 818 245 142 572

　ソフトウェア 4,460 － 3,454 1,006 536 789 469

  特許実施権 － 50,000 － 50,000 4,166 4,166 45,833

無形固定資産計 6,49150,0004,66651,824 4,948 5,099 46,876

長期前払費用 2,364 1,209 1,259 2,314 1,512 1,122 802

繰延資産

社債発行費 7,409 － － 7,409 6,773 2,469 636

繰延資産計 7,409 － － 7,409 6,773 2,469 636

(注)１　当期増加額のうち主なものは、次の通りであります。
　建物　　　　　間仕切り工事　　　　　　　　　　　　　　　　 　580千円
　特許実施権　　バイオマスプラスチック関連成型品・製造技術　50,000千円 　　

　　２　当期減少額のうち主なものは、次の通りであります。
　工具器具備品　WatchTV型セット 　　　　　　　　　　　　　　24,504千円
　工具器具備品　WatchTV型チェッカーセット　　　　　　　　　　7,002千円 
　ソフトウェア　バイテックソフト　　　　　　　　　　　　　　 2,475千円　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,724 1,966 － 2,724 1,966

役員退職慰労引当金 1,750 10,889 － － 12,639

賞与引当金 7,339 5,844 7,250 88 5,844

 (注)１　計上の理由及び算定方法は重要な会計方針に記載の通りであります。

２　貸倒引当金の当期減少額「その他」は一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

３　賞与引当金の当期減少額「その他」は実際支給額との差額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 106

預金

当座預金 4,597

普通預金 446,755

外貨普通預金 1,569

定期預金 80,087

預金計 533,010

合計 533,116

　

ｂ　受取手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社大日光・エンジニアリング 11,551

メディアテクノ株式会社 8,730

株式会社オプトエレクトロニクス 515

株式会社イイダ 211

日本精機株式会社 157

計 21,166

　

ロ　期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年４月 7,849

　　　  ５月 8,007

　　　  ６月 4,635

　　    ７月 673

計 21,166
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ｃ　売掛金

イ　相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

KFE HONG KONG CO.,LIMITED 35,683

キャノン 株式会社 29,604

パロマ工業 株式会社 15,945

メディアテクノ 株式会社 11,721

株式会社 大日光・エンジニアリング 9,208

その他 21,827

計 123,992

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高
(千円)

(Ａ)

当期発生高
(千円)

(Ｂ)

当期回収高
(千円)

(Ｃ)

次期繰越高
(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

563,526 2,455,1302,894,664 123,992 95.90 51.25

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ｄ　商品
　

区分 金額(千円)

電子部品事業関連 11,042

計 11,042

　

　　 ｅ 投資有価証券　 102,393千円　

　　内訳は「2財務諸表等」　「(1)財務諸表」　「④附属明細表」　「有価証券明細表」に記載しており

ます。 

　

f　関係会社株式

　

区分 金額(千円)

KFE HONG KONG CO.,LIMITED 120,000

エグゼモード 株式会社 18,000

KFE(THAILAND) CO.,LTD. 0

計 138,000
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g　短期貸付金

区分 金額(千円)

エグゼモード 株式会社 117,209

その他 868

計 118,077
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②　負債の部

ａ　支払手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社アーム電子 5,686

計 5,686

　

ロ　期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

　平成20年４月 1,685

　　　　　５月 1,124

　　　　　６月 2,877

計 5,686

　

ｂ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

KunshanKyoeiFutabaEngineering Co.,Ltd 4,719

株式会社ケイツープリント 2,038

第一電子工業株式会社 985

株式会社アーム電子 430

HP&S Co.,LTD 330

その他 1,368

計 9,874

　

ｃ　社債　270,000千円

　　内訳は「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑤連結附属明細表」に記載しております。

　

ｄ　短期借入金　

相手先 金額(千円)

株式会社りそな銀行 50,000

株式会社三井住友銀行 8,359

株式会社横浜銀行 31,300

計 89,659

　

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

106/114



(3) 【その他】

　　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 該当なし

　　取扱場所 該当なし

　　株主名簿管理人 該当なし

　　取次所 該当なし

　　買取手数料 該当なし

公告掲載方法
電子公告。なお、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本
経済新聞に掲載。 URL http://www.kfegr.com/

株主に対する特典

　平成19年９月30日現在の５株以上保有の株主名簿に記載された株主に対し、20,000円
相当のワンセグ専用携帯テレビと、平成20年３月31日現在の５株以上保有の株主名簿
に記載された株主に対し、25,000円相当のハローキティオリジナルワンセグ専用携帯
テレビの優待制度を実施しております。 
　なお、株主優待制度につきましては、見直しを行う方針であります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)

 

有価証券報告書及び
その添付書類

事業年度　第８期(自　平成18年４月１日　至　平
成19年３月31日)

平成19年６月28日
関東財務局長に提出。

(2)

 

有価証券報告書の訂
正報告書

平成19年６月28日関東財務局長に提出の事業
年度(第８期)(自　平成18年４月１日　至　平成
19年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報
告書。

平成19年10月10日
関東財務局長に提出。

(3)

 

半期報告書 第９期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年
９月30日)

平成19年12月21日
関東財務局長に提出。

(4)

 

臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第３号の規定に基づく臨時報告書。

平成20年４月４日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成１９年６月２８日
　

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社

　
取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　浅　　枝　　芳　　隆　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　宅　　秀　　夫　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２７日
　

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社

　
取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　浅　　枝　　芳　　隆　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　保　　範　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社及び連結子会社の平成20年3月　　31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。

　

EDINET提出書類

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社(E03002)

有価証券報告書

112/114



独立監査人の監査報告書

　

平成１９年６月２８日
　

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社

　
取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　浅　　枝　　芳　　隆　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　宅　　秀　　夫　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年4月18日開催の取締役会において、デジタル商品事業の

全部を会社分割し、新たに設立する「エグゼモード株式会社」に承継することを決議した。

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成19年4月以降発生した取引先に対する債権について、取立不

能または取立遅延のおそれが生じている旨が記載されている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成２０年６月２７日
　

ＫＦＥ　ＪＡＰＡＮ株式会社

　
取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　浅　　枝　　芳　　隆　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　保　　範　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第9期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ＫＦＥ ＪＡＰＡＮ株式会社の平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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